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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コーティング組成物であって、
　４０～８０重量パーセント（重量％）の、非官能化エチレンポリマー、非官能化プロピ
レン／エチレンコポリマー、およびこれらの組み合わせから成る群から選択される基剤ポ
リマーと、
　５～１５重量％の、１５０℃において８００００センチポイズ未満の溶融粘度を有する
ポリマーカップリング剤と、
　１０～３０重量％のポリマー安定剤と、
　５～３５重量％の、１００未満の溶融指数値を有するポリマー性能改善剤と、
　前記ポリマー安定剤を部分的または完全に中和する中和剤と、
　流体媒体と、を含み、前記パーセント値が、前記コーティング組成物の前記基剤ポリマ
ー、前記ポリマーカップリング剤、前記ポリマー安定剤、および存在する場合、前記ポリ
マー性能改善剤の総重量に基づき、かつ合計して１００重量％の値になる、コーティング
組成物。
【請求項２】
　前記非官能化エチレンポリマーが、ポリエチレン、ポリエチレン－コポリマー、および
これらの組み合わせから成る群から選択される、請求項１に記載のコーティング組成物。
【請求項３】
　前記非官能化エチレンポリマー、または非官能化プロピレン／エチレンコポリマーが、
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１００℃～２３０℃の結晶融点を有する、請求項１記載のコーティング組成物。
【請求項４】
　前記ポリマー安定剤が、１０重量％～２５重量％の範囲の官能基を有するエチレン－ア
クリル酸コポリマーおよび１０重量％～２５重量％の範囲の官能基を有するエチレン－メ
タクリル酸コポリマーから選択される、請求項１に記載のコーティング組成物。
【請求項５】
　前記ポリマーカップリング剤が、官能化ポリプロピレン、官能化ポリエチレンホモポリ
マー、カルボン酸基で修飾されたコポリマー、無水物基で修飾されたコポリマー、および
これらの組み合わせから成る群から選択される、請求項１に記載のコーティング組成物。
【請求項６】
　前記ポリマー性能改善剤が、官能化ポリエチレン、官能化ポリプロピレン、エチレンお
よびプロピレンの非官能化コポリマー、ならびにこれらの組み合わせから成る群から選択
される、請求項１に記載のコーティング組成物。
【請求項７】
　前記ポリマー安定剤の酸基が、前記中和剤で中和される、請求項１に記載のコーティン
グ組成物。
【請求項８】
　前記中和剤が、揮発性塩基である、請求項１に記載のコーティング組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コーティング組成物およびそれから作製される物品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　腐食を抑制または阻害するための種々の処理液剤および前処理液剤の金属への適用は、
確立されている。これは、食品および飲料の金属缶ならびに非食品金属容器の分野におい
て、特に当てはまる。コーティングは、内容物が容器の金属部分に接触するのを防止する
ために、このような容器の内部に適用される。金属と、食品または飲料ならびに非食品物
質との接触は、金属容器の腐食を引き起こす可能性があり、次いで、このような金属容器
の食品もしくは飲料または非食品内容物を汚染させ得る。腐食は、食品および飲料製品が
、ルバーブベースの製品またはアイソトニック飲料などの、高い酸性質であるか、および
／または高い塩分含有量を有する場合、特に問題である。また、染髪剤などの非食品物質
の強アルカリ性内容物も、容器の金属部分、例えば、アルミニウム部分と反応し得る。例
えば、食品および飲料缶の内部に適用されたコーティングはまた、食品製品の充填ライン
と缶の蓋との間の領域である、缶のヘッドスペースにおける腐食の防止も補助する。コー
ティングは、外部環境に対する保護を提供するため、または充填剤および／もしくは顔料
を含む装飾層を提供するために、金属容器の外部に適用されてもよい。腐食保護に加えて
、食品および飲料缶へのコーティングは、非毒性および不活性であるべきであり、内部表
面に適用される場合は、缶中の食品または飲料の食味または外観、例えば色に悪影響を与
えてはならない、または缶の内容物の汚染に寄与してはならない。「発砲」、「白化」、
および／または「水疱形成」に対する抵抗もまた、所望される。ある特定のコーティング
は、そこから缶の末端が作成されるコイル状金属ストック、「缶エンドストック」および
バルブカップ、例えば、エアロゾル缶の末口などのコイル状金属ストック上の適用に対し
て特に適用可能である。缶エンドストックにおいて使用するために設計されたコーティン
グは、コイル状金属ストックの末端が切断され、型抜きされる前に適用されるため、それ
らはまた、典型的には、可撓性があり、および／または伸長可能である。例えば、缶エン
ドストックは、典型的には、両側にコーティングされる。その後、コーティングされた金
属ストックは穿孔され、さらに溶接または屈曲され得る。それはまた、「ポップトップ」
オープニングのためにスコアが刻まれ、次いで、別々に製造されたピンを用いてポップト
ップリングが付着され得る。次いで、末端は、エッジ圧延プロセスによって、缶本体に付
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着される。したがって、缶エンドストックに適用されるコーティングは、典型的には、上
で考察された他の望ましい特徴のいくつかまたはすべてに加えて、広範な成形加工プロセ
スに耐え得るような、ある特定の度合いの強靭性および可撓性を有する。エポキシベース
およびポリビニルクロライドベースの、例えば、オルガノゾル型のコーティングなどの種
々のコーティングが、金属缶の内部をコーティングし、腐食を防止するために過去に使用
された。しかしながら、腐食性媒体中の分解に対する耐性ならびに適切な水準の可撓性を
有するように改善された特性を提供する食品および飲料缶ライナーならびに非食品容器ラ
イナーの必要性が存在する。
【発明の概要】
【０００３】
　本開示は、４０～８０重量パーセント（重量％）の基剤ポリマーと、５～１５重量％の
ポリマーカップリング剤と、１０～３０重量％のポリマー安定剤と、０～３５重量％のポ
リマー性能改善剤と、ポリマー安定剤を部分的または完全に中和する中和剤と、流体媒体
と、を含み、そのパーセント値が、コーティング組成物の基剤ポリマー、ポリマーカップ
リング剤、ポリマー安定剤、および存在する場合、ポリマー性能改善剤の総重量に基づき
、かつ合計して１００重量％の値になる、コーティング組成物を提供する。
【０００４】
　本開示の実施形態に関して、基剤ポリマーは、非官能化エチレンポリマー、非官能化プ
ロピレンポリマー、非官能化プロピレン／エチレンコポリマー、およびこれらの組み合わ
せから成る群から選択され得る。例えば、非官能化エチレンポリマーは、ポリエチレン、
ポリエチレン－コポリマー、およびこれらの組み合わせから成る群から選択され得る。非
官能化エチレンポリマー、非官能化プロピレンポリマー、または非官能化エチレン／プロ
ピレンコポリマーは、１００℃～２３０℃の結晶融点を有し得る。本開示の実施形態に関
して、基剤ポリマーはまた、非官能化プロピレンポリマーでもあり得る。
【０００５】
　本開示の実施形態に関して、ポリマー安定剤は、１０重量％～２５重量％の範囲の官能
基を有するエチレン－アクリル酸およびエチレン－メタクリル酸コポリマーであり得る。
ポリマーカップリング剤は、官能化ポリプロピレン、官能化ポリエチレンホモポリマー、
カルボン酸基で修飾されたコポリマー、無水物基で修飾されたコポリマー、およびこれら
の組み合わせから成る群から選択され得る。ポリマー性能改善剤は、官能化ポリエチレン
、官能化ポリプロピレン、エチレンおよびプロピレンの非官能化コポリマー、ならびにこ
れらの組み合わせから成る群から選択され得る。中和剤は、揮発性塩基であり得る。本開
示の実施形態に関して、揮発性塩基は、Ｎ，Ｎ－ジメチルエタノールアミンであり得る。
【０００６】
　本開示の実施形態に関して、コーティング組成物を使用して、コーティング層を形成す
ることができる。１つの実施形態では、コーティング層は、基材上にある。基材は、金属
、ポリウレタン、硬化エポキシ、セメント、またはこれらの組み合わせから成る群から選
択され得る。
【０００７】
　本開示の実施形態はまた、コーティング組成物を基材に適用することであって、そのコ
ーティング組成物が、４０～８０重量パーセント（重量％）の基剤ポリマーと、５～１５
重量％のポリマーカップリング剤と、１０～３０重量％のポリマー安定剤と、０～３５重
量％のポリマー性能改善剤と、ポリマー安定剤を部分的または完全に中和する中和剤と、
流体媒体と、を含み、そのパーセント値が、コーティング組成物の基剤ポリマー、ポリマ
ーカップリング剤、ポリマー安定剤、および存在する場合、ポリマー性能改善剤の総重量
に基づき、かつ合計して１００重量％の値になる、適用することと、基材上のコーティン
グ組成物を乾燥させて、コーティング層を形成することと、を含む、コーティング層を形
成する方法も含む。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
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　本発明は、水性分散液、コーティング組成物、コーティング層、およびそれから作製さ
れるコーティング物品を提供する。
【０００９】
　１つの実施形態では、本発明は、（ａ）分散液の総固形分に基づいて、５０～９９重量
パーセントの１つ以上の第１のポリエステルであって、第１のポリエステルの総固形分に
基づいて、１５未満、例えば、１０未満、もしくは代替例では、５未満の範囲の酸価を有
する、１つ以上の第１のポリエステル、（ｂ）分散液の総固形分に基づいて、少なくとも
１つの第２のポリエステルを含む、１～５０重量パーセントの１つ以上の安定剤であって
、該第２のポリエステルが、第２のポリエステルの固形分に基づいて、カルボン酸基およ
び１５を超える、例えば、２０を超える酸価を有する、安定剤、（ｃ）１つ以上の中和剤
、ならびに（ｄ）分散液の総重量に基づいて、１５～９０重量パーセントの水、の溶融ブ
レンド生成物を含み、分散液の総重量に基づいて、１０～８５パーセントの固形分を有す
る、水性分散液を提供する。
【００１０】
　代替の実施形態では、本発明は、（１）第１のポリエステルの総固形分に基づいて、１
５未満、例えば、１０未満、もしくは代替例では、５未満の範囲の酸価を有する１つ以上
の第１のポリエステルを選択するステップと、（２）第２のポリエステルの総固形分に基
づいて、１５を超える、例えば、２０を超える酸価を有する少なくとも１つの第２のポリ
エステルを含む、１つ以上の安定剤を選択するステップと、（３）１つ以上の中和剤を選
択するステップと、（４）該１つ以上の第１のポリエステル、水の存在下で１つ以上の安
定剤、および１つ以上の中和剤を溶融ブレンドするステップと、（４）それにより、分散
液の総重量に基づいて、１０～８５パーセントの固形分を有する水性分散液を生成するス
テップと、を含む、水性分散液を生成する方法をさらに含む。
【００１１】
　別の代替の実施形態では、本発明は、（ａ）上に記載される本発明の水性分散液、（ｂ
）１つ以上の架橋剤、（ｃ）任意に１つ以上の、ポリオレフィン分散液、アクリルラテッ
クス、エポキシ樹脂分散液、ポリウレタン分散液、アルキド分散液、ビニルアセテート分
散液、およびエチレンビニルアセテート分散液から成る群から選択されるものを含む、コ
ーティング組成物をさらに含む。
【００１２】
　別の代替の実施形態では、本発明は、上に記載される本発明のコーティング組成物から
導かれる少なくとも１つ以上のフィルム層を含む、コーティング層をさらに含む。
【００１３】
　別の代替の実施形態では、本発明は、（１）１つ以上の基材、（２）上に記載される本
発明のコーティング組成物から導かれる少なくとも１つ以上のコーティング層を含む、コ
ーティング物品をさらに含む。
【００１４】
　別の代替の実施形態では、本発明は、（１）基材を選択するステップと、（２）上に記
載される本発明のコーティング組成物を選択するステップと、（３）該コーティング組成
物を該基材の少なくとも１つの表面に適用するステップと、（４）該コーティング組成物
から水の少なくとも一部分を除去するステップと、（５）それにより、該基材と会合して
いる１つ以上のコーティング層を形成するステップと、（６）それにより、該コーティン
グされた基材をコーティング物品に形成するステップと、を含む、コーティング物品を作
製するための方法をさらに含む。
【００１５】
　別の代替の実施形態では、本発明は、（１）基材を選択するステップと、（２）該基材
を物品に形成するステップと、（３）上に記載されるコーティング組成物を選択するステ
ップと、（４）該コーティング組成物を該物品の少なくとも１つの表面に適用するステッ
プと、（５）該コーティング組成物から水の少なくとも一部分を除去するステップと、（
６）それにより、該物品の少なくとも１つの表面と会合している１つ以上のコーティング



(5) JP 6258968 B2 2018.1.10

10

20

30

40

50

層を形成するステップと、（７）それにより、該コーティング物品を形成するステップと
、を含む、コーティング物品を作製するための方法をさらに含む。
【００１６】
　代替の実施形態では、本発明は、第１のポリエステルが、少なくとも３０℃、例えば、
少なくとも４０℃、または代替例では少なくとも５０℃、または代替例では少なくとも６
０℃、または代替例では少なくとも７０℃のガラス転移温度（Ｔｇ）を有することを除い
て、前述の実施形態のうちのいずれかに従って、水性分散液、コーティング組成物、コー
ティング層、コーティング物品、それらを生成する方法を提供する。
【００１７】
　代替の実施形態では、本発明は、基材が事前コーティングされた基材であることを除い
て、前述の実施形態のうちのいずれかに従って、水性分散液、コーティング組成物、コー
ティング層、コーティング物品、それらを生成する方法を提供する。
【００１８】
　代替の実施形態では、本発明は、基材が、金属、木、紙、プラスチック、ガラス、皮革
、および／またはコンクリートであることを除いて、前述の実施形態のうちのいずれかに
従って、水性分散液、コーティング組成物、コーティング層、コーティング物品、それら
を生成する方法を提供する。
【００１９】
　代替の実施形態では、本発明は、分散液および／またはそれに由来するコーティング組
成物が、触媒をさらに含むことを除いて、前述の実施形態のうちのいずれかに従って、水
性分散液、コーティング組成物、コーティング層、コーティング物品、それらを生成する
方法を提供する。
【００２０】
　代替の実施形態では、本発明は、第１のポリエステルが、５０℃を超えるガラス転移温
度および５ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ未満の酸価を有する直鎖飽和芳香族ポリエステルであり、第
２のポリエステルが、５ミクロン未満の体積平均粒径を有する分散液が生成されるように
、第１のポリエステルと相溶性があることを除いて、前述の実施形態のうちのいずれかに
従って、水性分散液、コーティング組成物、コーティング層、コーティング物品、それら
を生成する方法を提供する。
【００２１】
　代替の実施形態では、本発明は、水性分散液および／またはそれに由来するコーティン
グ組成物が、アクリルラテックス、ビニルアクリルラテックス、スチレンアクリルラテッ
クス、ビニルアセテートエチレンラテックス、ポリウレタン分散液、アルキド分散液、エ
ポキシ分散液、ポリオレフィン分散液、およびそれらの組み合わせなどの１つ以上の結合
剤組成物、任意に１つ以上の充填剤、触媒、湿潤剤、消泡剤、フロー剤、離型剤、スリッ
プ剤、ブロッキング防止剤、硫黄染色をマスクするための添加剤、顔料湿潤／分散剤、沈
降防止剤、ＵＶ安定剤、接着促進剤などの任意に１つ以上の添加剤、脂肪酸エステル蝋、
シリコン系蝋、フッ素系蝋、ポリエチレンもしくはあらゆる他の類似ポリオレフィン蝋、
カルナバ蝋、ラノリン蝋などの任意に１つ以上の潤滑剤、アルミニウムおよび亜鉛などの
任意に１つ以上の腐食防止剤、任意に１つ以上の顔料、例えば二酸化チタン、硫酸バリウ
ム、雲母、炭酸カルシウム、シリカ、酸化亜鉛、粉砕ガラス、アルミニウム三水和物、タ
ルク、三酸化アンチモン、飛散灰、および粘土など、任意に１つ以上の共溶剤、例えばグ
リコール、グリコールエーテル、２，２，４－トリメチル－１，３－ペンタンジオールモ
ノイソブチレート、アルコール、ミネラルスピリット、芳香族溶媒、およびベンゾエート
エステルなど、任意に１つ以上の分散剤、例えばアミノアルコールおよびポリカルボキシ
レート、任意に１つ以上の界面活性剤、任意に１つ以上の保存剤、例えば、殺生物剤、防
カビ剤、殺菌剤、殺藻剤、およびそれらの組み合わせ、任意に１つ以上の増粘剤、例えば
、ヒドロキシエチルセルロースなどのセルロース系増粘剤、疎水性修飾アルカリ溶解性乳
剤（ＵＣＡＲ　ＰＯＬＹＰＨＯＢＥ　ＴＲ－１１６などのＨＡＳＥ増粘剤）、および疎水
性修飾エトキシ化ウレタン増粘剤（ＨＥＵＲ）、または任意に１つ以上の追加の中和剤、
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例えば、水酸化物、アミン、アンモニア、および炭酸塩、任意に１つ以上の溶媒または融
合助剤をさらに含むことを除いて、前述の実施形態のうちのいずれかに従って、水性分散
液、コーティング組成物、コーティング層、コーティング物品、それらを生成する方法を
提供する。
【００２２】
　水性分散液
　本発明に従う水性分散液は、（ａ）分散液の総固形分に基づいて、５０～９９重量パー
セントの１つ以上の第１のポリエステルであって、第１のポリエステルの総固形分に基づ
いて、１５未満、例えば、１０未満、もしくは代替例では、５未満の範囲の酸価を有する
、１つ以上の第１のポリエステル、（ｂ）分散液の総固形分に基づいて、少なくとも１つ
の第２のポリエステルを含む、１～５０重量パーセントの１つ以上の安定剤であって、該
第２のポリエステルが、第２のポリエステルの固形分に基づいて、カルボン酸基および１
５またはそれ以上、例えば、２０を超える酸価を有する、安定剤、（ｃ）１つ以上の中和
剤、ならびに（ｄ）分散液の総重量に基づいて、１５～９０重量パーセントの水、の溶融
ブレンド生成物を含み、該分散液は、分散液の総重量に基づいて、１０～８５パーセント
の固形分を有する。
【００２３】
　第１のポリエステル
　水性分散液は、水性分散液の固形分の総重量に基づいて、５０～９９重量パーセントの
１つ以上の第１のポリエステルを含む。５０～９９重量パーセントのすべての個別の値お
よび部分的範囲が、本明細書中に包含され、本明細書において開示され、例えば、重量パ
ーセントは、５０、５５、６０、６５、または７０重量パーセントの下限から、６０、６
５、７０、７５、８０、８５、９０、９５、または９９重量パーセントの上限であり得る
。例えば、水性分散液は、水性分散液の固形分の総重量に基づいて、５５～９５重量パー
セントの１つ以上の第１のポリエステルを含み得るか、または代替例では、水性分散液は
、水性分散液の固形分の総重量に基づいて、６０～９０重量パーセントの１つ以上の第１
のポリエステルを含み得るか、または代替例では、水性分散液は、水性分散液の固形分の
総重量に基づいて、６５～９０重量パーセントの１つ以上の第１のポリエステルを含み得
るか、または代替例では、水性分散液は、水性分散液の固形分の総重量に基づいて、７５
～９５重量パーセントの１つ以上の第１のポリエステルを含み得る。水性分散液は、少な
くとも１つ以上の第１のポリエステルを含む。第１のポリエステルは、熱硬化性ポリエス
テルである。本発明における使用に適した熱硬化性ポリエステル（疎水性ポリエステル）
としては、中～高分子量（５０００ｇ／ｍｏｌ　Ｍｗ超、好ましくは１０，０００ｇ／ｍ
ｏｌ　Ｍｗ超、および最も好ましくは、２０，０００ｇ／ｍｏｌ　Ｍｗ超）ポリエステル
を有するヒドロキシル官能性ポリエステルが挙げられるが、これらに限定されない。典型
的には、熱硬化性ポリエステルのヒドロキシル価は、少なくとも３ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ（樹
脂固形分に基づいて）、および好ましくは少なくとも５ｍｇ　ＫＯＨ／ｇであるだろう。
熱硬化性ポリエステルは、典型的には、１５ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ未満（樹脂固形分に基づい
て）、好ましくは１０ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ未満、および最も好ましくは５ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ
未満の酸価を有するだろう。好ましいポリエステル熱硬化性樹脂は、少なくとも約３０℃
、好ましくは５０℃を超える、および最も好ましくは７０℃を超えるガラス転移温度（Ｔ

ｇ）を有する。
【００２４】
　ヒドロキシル官能性熱硬化性ポリエステルは、例えば、Ｚｅｎｏ　Ｗ．Ｗｉｃｋｓ，Ｊ
ｒ，Ｆｒａｎｋ　Ｎ．Ｊｏｎｅｓ，Ｓ．Ｐｅｔｅｒ．Ｐａｐｐａｓ，“Ｏｒｇａｎｉｃ　
Ｃｏａｔｉｎｇｓ，Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，”ｐｐ２４６－２
５７（Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ＆Ｓｏｎｓ，１９９９，ｓｅｃｏｎｄ　ｅｄｉｔｉｏｎ）お
よびその参照文献、またはＨｏｕｂｅｎ－Ｗｅｙｌ，“Ｍｅｔｈｏｄｅｎ　ｄｅｒ　Ｏｒ
ｇａｎｉｓｃｈｅｎ　Ｃｈｅｍｉｅ，Ｂａｎｄ　Ｅ２０，Ｍａｋｒｏｍｏｌｅｋｕｌａｒ
ｅ　Ｓｏｆｆｅ，Ｐｏｌｙｅｓｔｅｒ，”ｐｐ１４０５－１４２９（Ｇｅｏｒｇ　Ｔｈｉ
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ｅｍｅ　Ｖｅｒｌａｇ，Ｓｔｕｔｔｇａｒｔ　１９８７）およびその参照文献に記載され
るものなどの従来の重縮合技術によって形成され得る。１つの実施形態では、ジオールま
たはポリオールおよびジカルボン酸またはポリカルボン酸を従来の重合容器に投入し、約
１５０℃～２８０℃で数時間反応させる。任意に、反応時間を減少させるために、エステ
ル化触媒が使用されてもよい。一般に、ヒドロキシル基末端ポリエステルの形成を確実に
するために、少し過剰のジオールを使用することができる。また、ポリエステルを調製す
るために、ジメチルエステルまたはポリカルボン酸の無水物などのエステル化可能なポリ
カルボン酸の誘導体を使用することができることも理解されたい。
【００２５】
　本発明の１つの実施形態では、熱硬化性ポリエステルは、直鎖飽和ポリエステルである
。しかしながら、いくつかの場合において、いくつかの分岐点がポリエステルに導入され
ることが望ましい。トリオールまたはポリオールまたは多酸を使用して、分岐鎖ポリエス
テルを提供することができる。
【００２６】
　熱硬化性ポリエステルを形成するために使用され得る好適および典型的なジカルボン酸
もしくはポリカルボン酸またはそれらに相当するアルキルエステルとしては、限定されな
いが、例えば、イソフタル酸、マレイン酸、無水マレイン酸、マロン酸、フマル酸、コハ
ク酸、無水コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、２－メチル－１，６－ヘキサン酸、ピメ
リン酸、スベリン酸、ドデカンジオン酸、フタル酸、無水フタル酸、５－ｔｅｒｔブチル
イソフタル酸、無水テトラヒドロフタル酸、ヘキサヒドロフタル酸、無水ヘキサヒドロフ
タル酸、無水エンドメチレンテトラヒドロフタル酸、アゼライン酸、セバシン酸、無水テ
トラクロロフタル酸、クロレンド酸、イソフタル酸、無水トリメリット酸、テレフタル酸
、ナフタレンジカルボン酸、シクロヘキサン－ジカルボン酸、ダイマー脂肪酸、もしくは
これらの酸のうちのいずれかの無水物、またはそれらの混合物などの飽和ならびに不飽和
ジカルボン酸が挙げられる。
【００２７】
　熱硬化性ポリエステルを形成するために使用され得る好適なジオールおよびポリオール
としては、例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコー
ルおよび高次のポリエチレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコー
ル、トリプロピレングリコールおよび高次のポリプロピレングリコール、１，３－プロパ
ンジオール、１，４－ブタンジオールおよび他のブタンジオール、１，５－ペンタンジオ
ールおよび他のペンタンジオール、ヘキサンジオール、デカンジオールおよびドデカンジ
オール、グリセロール、トリメチロールプロパン、トリメチロールエタン、ネオペンチル
グリコール、ペンタエリスリトール、シクロヘキサンジメタノール、ジペンタエリスリト
ール、１，２－メチル－１，３－プロパンジオール、１，４－ベンジルジメタノール、２
，４－ジメチル－２－エチルヘキサン－１，３－ジオール、イソプロピリデンビス（ｐ－
フェニレン－オキシプロパノール－２）、４，４’－ジヒドロキシ－２，２’－ジフェニ
ルプロパン、１，３－シクロヘキサンジメタノール、１，４－シクロヘキサンジメタノー
ル（またはシスもしくはトランスであり得る１，３および１，４シクロヘキサンジメタノ
ールの混合物）、ソルビトール、またはそれらの混合物が挙げられるが、これらに限定さ
れない。
【００２８】
　好適な熱硬化性ポリエステルは、例えば、ＤＹＮＡＰＯＬ（登録商標）の商標名でＥＶ
ＯＮＩＫから入手可能である。
【００２９】
　１つの実施形態では、ヒドロキシル官能性の第１のポリエステルは、まず、ヒドロキシ
ル－官能性ポリエステル－カルバメートポリマーを生成するために、例えば、イソホロン
ジイソシアネート（ＩＰＤＩ）、ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）、ジシクロ
ヘキシルメタン－４，４’－ジイソシアネート（Ｈ１２ＭＤＩ）、および１，３もしくは
１，４－ビス（イソシネートメチル）シクロヘキサン、またはそれらの混合物などの１つ
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以上の多官能性イソシアネートと反応させられ得る。
【００３０】
　別の実施形態では、ヒドロキシル官能性熱硬化性ポリエステルは、まず、１つ以上の部
分的にブロックされたイソシアネートまたはポリイソシアネートと反応させられ得る。好
ましい実施形態では、部分的にブロックされたイソシアネートは、少なくとも１個の遊離
イソシアネート基を有する、トリマーなどのポリイソシアヌレート化合物である。より好
ましくは、ブロックされたイソシアネートは、少なくとも２個のブロックされていないイ
ソシアネート基を有する。少なくとも部分的にブロックされたポリイソシアネートのブロ
ックされたイソシアネート基は、非ブロック化可能および／または非ブロック化不可能な
イソシアネート基の任意の組み合わせであり得る。非ブロック化可能なイソシアネート基
を形成するために好ましいブロッキング剤としては、ε－カプロラクタム、ジイソプロピ
ルアミン（ＤＩＰＡ）、メチルエチルケトオキシム（ＭＥＫＯ）、および／またはそれら
の混合物が挙げられるが、これらに限定されない。非ブロック化不可能なイソシアネート
基を形成するために好ましいブロッキング剤としては、グリシドール、ヒドロキシエチル
アクリレート、アルコール、およびグリコールが挙げられるが、これらに限定されない。
１つの好ましい実施形態では、非ブロック化可能なイソシアネート基は、５０℃未満の温
度で明らかには非ブロック化せず、より好ましくは、イソシアネート基は、１００℃未満
の温度で明らかには非ブロック化しない。
【００３１】
　第２のポリエステルを含む安定剤
　水性分散液は、安定した分散液の形成を促進するために、１つ以上の第２のポリエステ
ルを含む少なくとも１つ以上の安定剤をさらに含む。第２のポリエステルは、カルボン酸
基および１５またはそれ以上、例えば、２０を超える酸価を有する。水性分散液は、分散
液の固形分の総重量に基づいて、１～５０重量パーセントの１つ以上の安定剤を含む。１
～５０重量パーセントのすべての個別の値および部分的範囲が、本明細書中に包含され、
本明細書において開示され、例えば、その重量パーセントは、１、３、５、１０重量パー
セントの下限から、１５、２５、３５、４５、または５０重量パーセントの上限であり得
る。例えば、分散液は、分散液の固形分の総重量に基づいて、１～２５重量パーセント、
または代替例では１～３５重量パーセント、または代替例では１～４０重量パーセント、
または代替例では１～４５重量パーセントの１つ以上の安定剤を含み得る。
【００３２】
　第２のポリエステルは、第１のポリエステル樹脂を分散させるための主要な安定剤とし
て使用される高酸水分散性親水性ポリエステルである。第２のポリエステルは、典型的に
は、１５ｍｇ　ＫＯＨ／ｇまたはそれ以上（樹脂固形分に基づいて）、例えば、２０～８
０ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ（樹脂固形分に基づいて）の範囲の酸価を有する。第２のポリエステ
ルのカルボン酸官能基は、本発明に対して極めて重要である。水性分散液の生成において
、第２のポリエステルの酸官能基は、コロイド安定性を提供するために好適な無機または
有機塩基で中和される。高酸安定化ポリエステルもまた、ヒドロキシル官能基を有し得る
が、これは必須ではない。好ましくは、高酸安定化ポリエステルは、少なくとも２ｍｇ　
ＫＯＨ／ｇ（樹脂固形分に基づいて）、好ましくは５ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ以上、および最も
好ましくは２０ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ以上のＯＨ価を有する。高酸安定化ポリエステルは、例
えば、Ｚｅｎｏ　Ｗ．Ｗｉｃｋｓ，Ｊｒ，Ｆｒａｎｋ　Ｎ．Ｊｏｎｅｓ，Ｓ．Ｐｅｔｅｒ
．Ｐａｐｐａｓ　“Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｏａｔｉｎｇｓ　，Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｔ
ｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，”ｐｐ　２４６－２５７（Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ＆Ｓｏｎｓ，１９
９９，ｓｅｃｏｎｄ　ｅｄｉｔｉｏｎ）およびその参照文献、またはＨｏｕｂｅｎ－Ｗｅ
ｙｌ，“Ｍｅｔｈｏｄｅｎ　ｄｅｒ　Ｏｒｇａｎｉｓｃｈｅｎ　Ｃｈｅｍｉｅ，Ｂａｎｄ
　Ｅ２０，Ｍａｋｒｏｍｏｌｅｋｕｌａｒｅ　Ｓｏｆｆｅ，Ｐｏｌｙｅｓｔｅｒ”ｐｐ　
１４０５－１４２９．（Ｇｅｏｒｇ　Ｔｈｉｅｍｅ　Ｖｅｒｌａｇ，Ｓｔｕｔｔｇａｒｔ
　１９８７）およびその参照文献に記載されるものなどの従来の重縮合技術によって生成
され得る。１つの実施形態では、ジオールまたはポリオールおよびジカルボン酸またはポ
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リカルボン酸を従来の重合容器に投入し、約１５０℃～２８０℃で数時間反応させる。任
意に、反応時間を減少させるために、エステル化触媒が使用されてもよい。２ステッププ
ロセスを使用して、カルボキシル官能性ポリエステルを提供することが好ましい場合があ
る。１つの実施形態では、まず、存在したとしてもわずかな遊離カルボン酸および／また
はカルボキシレート官能基しか存在しないようにＯＨ－官能性ポリエステルが調製され、
次いで、後続のステップで、開環およびモノエステル－形成反応において、それを環状無
水ジカルボン酸と反応させ、次いで、遊離カルボン酸および／またはカルボキシレート基
が形成される。第１のステップの樹脂中のＯＨ官能基の過剰量は、多酸官能性分子との反
応後の最終樹脂が、酸価が、典型的には、１５ｍｇ　ＫＯＨ／ｇまたはそれ以上（樹脂固
形分に基づいて）、例えば、２０～８０ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ（樹脂固形分に基づいて）の範
囲であるカルボキシル末端ポリエステル樹脂を提供するような方法において設計される。
【００３３】
　高酸安定化ポリエステルのカルボン酸成分は、少なくとも２個のＣＯＯＨ官能基を有す
る１つ以上の脂肪族、脂環式、芳香族脂肪族、および／もしくは芳香族カルボン酸、また
はそれらの無水物を含有し得る。高酸安定化ポリエステルを形成するために使用され得る
好適および典型的なジカルボン酸もしくはポリカルボン酸またはそれらに相当するアルキ
ルエステルとしては、例えば、限定することなく、マレイン酸、無水マレイン酸、マロン
酸、フマル酸、コハク酸、無水コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、２－メチル－１，６
－ヘキサン酸、ピメリン酸、スベリン酸、ドデカンジオン酸、フタル酸、無水フタル酸、
５－ｔｅｒｔブチルイソフタル酸、無水テトラヒドロフタル酸、ヘキサヒドロフタル酸、
無水ヘキサヒドロフタル酸、無水エンドメチレンテトラヒドロフタル酸、アゼライン酸、
フマル酸、セバシン酸、無水テトラクロロフタル酸、クロレンド酸、イソフタル酸、無水
トリメリット酸、テレフタル酸、ナフタレンジカルボン酸、シクロヘキサン－ジカルボン
酸、およびそれらの混合物などの飽和ならびに不飽和ジカルボン酸が挙げられるが、これ
らに限定されない。
【００３４】
　高酸安定化ポリエステルのグリコール成分は、エチレングリコール、ジエチレングリコ
ール、トリエチレングリコールおよび／または高次ポリエチレングリコール、プロピレン
グリコール、ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコールおよび／または高次ポ
リプロピレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオールおよび他
のブタンジオール、１，５－ペンタンジオールおよび／または他のペンタンジオール、ヘ
キサンジオール、デカンジオールおよび／またはドデカンジオール、グリセロール、トリ
メチロールプロパン、トリメチロールエタン、ネオペンチルグリコール、ペンタエリスリ
トール、シクロヘキサンジメタノール、約５００以下の分子量を有するポリエチレンまた
はポリプロピレングリコール、ジペンタエリスリトール、１，３－ブチルエチルプロパン
ジオール、２－メチル－１，３－プロパンジオール、１，４－ベンジルジメタノール、２
，４－ジメチル－２－エチルヘキサン－１，３－ジオール、イソプロピリデンビス（ｐ－
フェニレン－オキシプロパノール－２）、ならびにそれらの混合物であり得る。いくつか
の実施形態では、脂肪族グリコールは、２～８個の炭素原子の１，３－シクロヘキサンジ
メタノール、１，４－シクロヘキサンジメタノール（またはシスもしくはトランスであり
得る１，３および１，４シクロヘキサンジメタノールの混合物）、２，２，４，４－テト
ラメチル－１，３－シクロブタンジオール（シス、トランス、またはそれらの混合物であ
り得る）４，４’－ジヒドロキシ－２，２’－ジフェニルプロパン、またはそれらの混合
物を含有し得る。
【００３５】
　組成物の高酸安定化ポリエステル（第２のポリエステル）は、第１のポリエステルとの
良好な相溶性を呈するように選択されなければならない。相溶性が不良である場合、小さ
い粒径（典型的には、約５ミクロン未満の体積平均粒径直径）を有する良好な水性分散液
および良好な安定性が、生成されない可能性がある。さらに、このような分散液から生じ
るコーティングは、相溶性の欠如のために、不良な外観を有し得、コーティング評価試験
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において低減された性能を示し得る。例えば、脂肪族高酸ポリエステル（第２のポリエス
テル）を使用して、芳香族疎水性の第１のポリエステルを分散させた場合、不良な分散液
は、典型的には、大きい粒径（典型的には、５ミクロンを超える体積平均粒径直径）をも
たらすだろう。相溶性を評価する１つの手段は、それらのそれぞれの融点を超える温度で
、第１のポリエステルと第２のポリエステルとを融解混合することである。良好な相溶性
を有するブレンドが、典型的には、比較的透明または半透明なブレンドをもたらす一方、
不相溶性のブレンドは、典型的には、不透明または曇った白色の溶融ブレンドをもたらす
だろう。ブレンドの光学顕微鏡法または透過電子顕微鏡法による形態決定などの相溶性を
決定するための他の方法も存在し得る。
【００３６】
　選択される実施形態では、安定剤は、任意に、界面活性剤を含み得る。使用され得る他
の安定剤としては、１２～６０個の炭素原子を有する長鎖脂肪酸、脂肪酸塩、または脂肪
酸アルキルエステルが挙げられるが、これらに限定されない。他の実施形態では、長鎖脂
肪酸または脂肪酸塩は、１２～４０個の炭素原子を有し得る。
【００３７】
　本発明の実践において有用であり得る追加の安定剤としては、カチオン性界面活性剤、
アニオン性界面活性剤、または非イオン性界面活性剤が挙げられるが、これらに限定され
ない。アニオン性界面活性剤の例としては、スルホネート、カルボキシレート、およびフ
ォスフェートが挙げられるが、これらに限定されない。カチオン性界面活性剤の例として
は、四級アミンが挙げられるが、これらに限定されない。非イオン性界面活性剤の例とし
ては、エチレンオキシドを含有するブロックコポリマー、およびシリコーン界面活性剤が
挙げられるが、これらに限定されない。本発明の実践において有用な安定剤は、外部界面
活性剤または内部界面活性剤のいずれかであり得る。外部界面活性剤は、分散調製の間に
基剤ポリマーへと化学反応しない界面活性剤である。本明細書において有用な外部界面活
性剤の例としては、ドデシルベンゼンスルホン酸の塩およびラウリルスルホン酸塩が挙げ
られるが、これらに限定されない。内部界面活性剤は、分散調製の間に基剤ポリマーへと
化学的に反応する界面活性剤である。本明細書において有用な内部界面活性剤の例として
は、２，２－ジメチロールプロピオン酸およびその塩を含む。本発明の実践において有用
な追加の界面活性剤としては、カチオン性界面活性剤、アニオン性界面活性剤、非イオン
性界面活性剤、またはそれらの組み合わせが挙げられる。それぞれＲＴＤ　Ｈａｌｌｓｔ
ａｒから入手可能であるＯＰ－１００（ナトリウムステアレート）、ＯＰＫ－１０００（
カリウムステアレート）、およびＯＰＫ－１８１（カリウムオレエート）、Ｂａｋｅｒ　
Ｐｅｔｒｏｌｉｔｅから入手可能であるＵＮＩＣＩＤ　３５０、それぞれＣｏｇｎｉｓか
ら入手可能であるＤＩＳＰＯＮＩＬ　ＦＥＳ　７７－ＩＳ、ＤＩＳＰＯＮＩＬ　ＴＡ－４
３０、Ｄｉｓｐｏｎｉｌ　ＦＥＳ－３２、およびＤｉｐｏｎｉｌ　ＦＥＳ－９９３、それ
ぞれＲｈｏｄｉａから入手可能であるＲＨＯＤＡＰＥＸ　ＣＯ－４３６、ＳＯＰＲＯＰＨ
ＯＲ　４Ｄ３８４、３Ｄ－３３、および７９６／Ｐ、ＲＨＯＤＡＣＡＬ　ＢＸ－７８およ
びＬＤＳ－２２、ＲＨＯＤＡＦＡＣ　ＲＥ－６１０およびＲＭ－７１０、ならびにＳＵＰ
ＲＡＧＩＬ　ＭＮＳ／９０、ならびにそれぞれＴｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ
ｍｐａｎｙ，Ｍｉｄｌａｎｄ，Ｍｉｃｈｉｇａｎから入手可能であるＴＲＩＴＯＮ　ＱＳ
－１５、ＴＲＩＴＯＮ　Ｗ－３０、ＤＯＷＦＡＸ　２Ａ１、ＤＯＷＦＡＸ　３Ｂ２、ＤＯ
ＷＦＡＸ　８３９０、ＤＯＷＦＡＸ　Ｃ６Ｌ、ＴＲＩＴＯＮ　Ｘ－２００、ＴＲＩＴＯＮ
　ＸＮ－４５Ｓ、ＴＲＩＴＯＮ　Ｈ－５５、ＴＲＩＴＯＮ　ＧＲ－５Ｍ、ＴＲＩＴＯＮ　
ＢＧ－１０、およびＴＲＩＴＯＮ　ＣＧ－１１０、ならびにそれぞれＥｔｈｏｘ　Ｃｈｅ
ｍｉｃａｌｓ，ＬＬＣから入手可能であるＥＳＰＥＲＳＥグレードＥ－１００、Ｅ－５０
６、Ｅ－３２８、Ｅ－３５５、およびＥ－６００を含む、種々の市販の界面活性剤が、本
明細書で開示される実施形態において使用され得る。
【００３８】
　使用され得る追加の安定剤は、アクリル酸および／またはメタクリル酸ならびにそれら
の（Ｃ１－Ｃ３０）エステルまたはアミド、アクリルアミド／メタクリルアミドならびに
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それらのＮ－置換誘導体、アクリロニトリル、スチレンおよび置換スチレン誘導体などの
エチレン性不飽和モノマーからなる溶液または懸濁液ポリマーである。
【００３９】
　例となるポリマー安定剤としては、両親媒性コポリマー組成物が挙げられるが、これら
に限定されず、そのコポリマーは、（ｉ）５～９５重量％の１つ以上の親水性モノマーと
、（ｉｉ）５～９５重量％の１つ以上の共重合可能なエチレン性不飽和疎水性モノマーと
の反応生成物を含む。これらの材料は、特に、中和すると水溶性または乳化性であり、コ
ロイド安定剤として作用し得る。例となる安定剤としては、例えば、ブチルアクリレート
およびラウリルメタクリレートが挙げられるが、これらに限定されない。
【００４０】
　両親媒性コポリマー組成物の生成に適した代表的な非イオン性水溶性モノマーとしては
、アクリルアミド、メタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエ
チルアクリルアミド、Ｎ－イソプロピルアクリルアミド、Ｎ－ビニルホルムアミド、Ｎ－
ビニルメチルアセトアミド、Ｎ－ビニルピロリドン、ヒドロキシエチルメタクリレート、
ヒドロキシエチルアクリレート、ヒドロキシプロピルアクリレート、ヒドロキシプロピル
メタクリレート、ｔ－ブチルアクリルアミド、Ｎメチロールアクリルアミド、メチル（メ
タ）アクリレート、ブチルアクリレート、およびエチルアクリレートなどのアルキル（メ
タ）アクリレート、エチレン、スチレン、ジビニルベンゼン、ジ－イソブチルエチレン、
ビニルアセテート、およびＮ－ビニルピロリドンなどのビニルモノマー、ならびにアリル
（メタ）アクリレートなどのアリルモノマーが挙げられるが、これらに限定されない。
【００４１】
　両親媒性コポリマー組成物の生成に適した代表的なカチオン性水溶性モノマーとしては
、アクリルアミド、メタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエ
チルアクリルアミド、Ｎ－イソプロピルアクリルアミド、Ｎ－ビニルホルムアミド、Ｎ－
ビニルメチルアセトアミド、Ｎ－ビニルピロリドン、ｔ－ブチルアクリルアミド、Ｎ－メ
チロールアクリルアミド、トリブチルアンモニウムエチル（メタ）アクリレートＴＢＡＥ
ＭＡ、ＤＭＡＥＭＡ、ＤＭＡＰＭＡＭ、ジアリルジメチルアンモニウムクロライド（ＤＡ
ＤＭＡＣ）、メチルアクリルアミドプロピルトリメチルアンモニウムクロライド（ＭＡＰ
ＴＡＣ）、アクリルアミドプロピルトリメチルアンモニウムクロライド（ＡＰＴＡＣ）、
Ｎ－ビニルピロリドン、ビニルイミダゾール、ポリクオタニウム－１１、およびポリクオ
タニウム－４などの四級アンモニウム塩のアミン官能化モノマーが挙げられるが、これら
に限定されない。
【００４２】
　両親媒性コポリマー組成物の生成に適した「アニオン性」または「酸含有モノマー」と
しては、カルボン酸、ホスホン酸、ホスフィン酸、スルフィン酸、およびスルホン酸基を
含有するエチレン性不飽和モノマーが挙げられるが、これに限定されない。好適な例とし
ては、（メタ）アクリル酸、マレイン酸、コハク酸、イタコン酸、ビニルホスホン酸、お
よびビニルスルホン酸が挙げられる。
【００４３】
　代替の実施形態では、１つ以上の安定剤は、アクリル樹脂またはアクリルモノマーと反
応して、ポリエステルアクリレート、ポリアミドアクリレート　エポキシ樹脂アクリレー
トを形成し得る、ポリエステル、エポキシ樹脂、ポリアミド樹脂などの樹脂に基づくもの
でよい。
【００４４】
　安定剤であるポリエステルアクリレートは、ポリエステルの存在下での共重合可能なエ
チレン性不飽和モノマーの原位置重合により形成され得る。例としては、反応流体の存在
下またはその存在なしでポリエステルと一緒になった、エチレン性不飽和単官能性もしく
は多官能性酸、エチレン性不飽和単－もしくは多官能性酸エステル、アミド、ニトリル、
ならびにビニルモノマーおよびビニルエステルが挙げられる。溶媒中のポリエステルアク
リレートは、当業者に既知の好適な方法に従って乾燥させることができる。
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【００４５】
　安定剤を生成するための好適なエポキシ樹脂は、当業者に周知の従来の手順に従って、
ポリエポキシドを好適な多求核剤（ｐｏｌｙｎｕｃｌｅｏｐｈｉｌｅ）と反応させること
によって、得ることができる。好適なエポキシドとしては、グリシジルエーテル、および
他のエポキシ基を含有する分子が挙げられるが、これらに限定されない。好適な多求核剤
としては、多価フェノール、およびポリフェノール、ポリチオール、脂肪族ポリアルコー
ル、または多塩基酸、またはポリアミンが挙げられるが、これらに限定されない。例とな
る好適なエポキシとしては、例えば、溶媒の存在の有無に関わらず、昇温において、従来
の触媒の存在下の、多価ポリフェノール中に少なくとも２個のヒドロキシル基を含有する
多価フェノール（例えば、少なくとも二価フェノールまたはジフェノール）を有する、ポ
リグリシジルエーテル分子１個当たり少なくとも２個のグリシジルエーテル基を含有する
グリシジルエーテル（例えば、少なくともジグリシジルエーテル）が挙げられるが、これ
に限定されない。溶媒の存在の有無に関わらず、昇温において、従来の触媒の存在下で、
例えば、ポリグリシジルエーテル分子１個当たり少なくとも２個のグリシジルエーテル基
を含有するポリグリシジルエーテル（例えば、少なくともジグリシジルエーテル）を、多
塩基酸分子１個当たり少なくとも２個のカルボキシル基を含有する多塩基酸（例えば、少
なくとも二塩基性ポリカルボン酸）と反応させることによる、当業者に周知の従来の手順
に従って、別のクラスのエポキシ樹脂を得ることができる。
【００４６】
　安定剤を生成するためのエポキシアクリレートは、エポキシ樹脂の存在下での共重合可
能なエチレン性不飽和モノマーの原位置重合により形成され得る。例としては、反応流体
の存在下またはその存在なしでエポキシ樹脂と一緒になった、エチレン性不飽和単－もし
くは多官能性酸、エチレン性不飽和単－もしくは多官能性酸エステル、アミド、ニトリル
、ならびにビニルモノマーおよびビニルエステルが挙げられるが、これらに限定されない
。あるいは、好適な触媒の存在下でポリマー酸官能性アクリル樹脂をエポキシ樹脂と反応
させて、エポキシアクリレートを形成することができる。溶媒中のエポキシアクリレート
は、当業者に既知の好適な方法に従って乾燥させることができる。１つの実施形態では、
酸官能化ポリエステルが使用されてもよく、エポキシを、例えば、酸官能性ポリエステル
の過剰量と反応させる。
【００４７】
　中和剤
　安定剤は、中和剤を用いて部分的または完全に中和されてもよい。ある特定の実施形態
では、安定剤である第２のポリエステルの中和は、モル基準で５０～２５０パーセントで
あり得、または代替例では、モル基準で５０～２００パーセントであり得、または代替例
では、モル基準で５０～１５０パーセントであり得、または代替例では、モル基準で５０
～１２０パーセントであり得る。例えば、中和剤は、水酸化アンモニウム、水酸化ナトリ
ウム、または水酸化カリウムなどの塩基であり得る。他の中和剤としては、例えば、水酸
化リチウムが挙げられ得る。別の代替例では、中和剤は、例えば、カーボネートであり得
る。別の代替例では、中和剤は、例えば、モノエタノールアミンまたは２－アミノ－２－
メチル－１－プロパノール（ＡＭＰ）などの任意のアミンであり得る。本明細書で開示さ
れる実施形態において有用なアミンには、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン、
およびＴＲＩＳアミノ（商標）（それぞれＡｎｇｕｓから入手可能）、ＮＥＵＴＲＯＬ（
商標）ＴＥ（ＢＡＳＦから入手可能）、ならびにトリイソプロパノールアミン、ジイソプ
ロパノールアミン、およびＮ，Ｎ－ジメチルエタノールアミン（それぞれ、Ｔｈｅ　Ｄｏ
ｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｍｉｄｌａｎｄ，ＭＩから入手可能）が挙げら
れる。他の有用なアミンには、アンモニア、モノメチルアミン、ジメチルアミン、トリメ
チルアミン、モノエチルアミン、ジエチルアミン、トリエチルアミン、モノ－ｎ－プロピ
ルアミン、ブチルアミン、ジブチルアミン、トリブチルアミン、ジメチルベンジルアミン
、ジメチルｎ－プロピルアミン、Ｎ－メタノールアミン、Ｎ－アミノエチルエタノールア
ミン、Ｎ－メチルジエタノールアミン、モノイソプロパノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチル
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プロパノールアミン、２－アミノ－２－メチル－１－プロパノール、１，２－ジアミノプ
ロパン、トリス（ヒドロキシメチル）－アミノメタン、エチレンジアミンＮ，Ｎ，Ｎ’Ｎ
’－テトラキス（２－ヒドロキシルプロピル）エチレンジアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’テ
トラメチルプロパンジアミン、３－メトキシプロピルアミン、イミノビス－プロピルアミ
ンなどが挙げられる。いくつかの実施形態では、アミンの混合物またはアミンおよび他の
界面活性剤の混合物を使用することができる。１つの実施形態では、中和剤は、ポリマー
アミン、例えば、ジエチレントリアミンであり得る。当業者であれば、適切な中和剤の選
択が配合される特定の組成物によって左右されること、およびこのような選択が、当業者
が備えている知識の範囲内であることを理解するであろう。１つの実施形態では、２５０
℃未満の沸点を有するアミンが中和剤として使用され得る。
【００４８】
　流体媒体
　水性分散液は、流体媒体をさらに含む。流体媒体は、任意の媒体であり得、例えば、流
体媒体は、水であり得る。水性分散液は、分散液の重量に基づいて、１５～９０重量パー
セントの水を含み、例えば、分散液は、分散液の重量に基づいて、２０～８５重量パーセ
ントの水、または代替例では、分散液の重量に基づいて、３０～７５重量パーセントの水
、または代替例では、分散液の重量に基づいて、４０～７５重量パーセントの水、または
代替例では、分散液の重量に基づいて、４０～６５重量パーセントの水を含む。分散液の
水分含量は、好ましくは、固形分（１つ以上の第１のポリエステルに第２のポリエステル
を含む安定剤を加える）が、分散液の重量に基づいて、１０～８５重量パーセントの範囲
であるように、制御され得る。例えば、分散液は、分散液の重量に基づいて、２０～７０
重量パーセントの固形分（１つ以上の第１のポリエステルに第２のポリエステルを含む安
定剤を加える）、または代替例では、分散液の重量に基づいて、２５～７０重量パーセン
トの固形分（１つ以上の第１のポリエステルに第２のポリエステルを含む安定剤を加える
）、または代替例では、分散液の重量に基づいて、３５～７０重量パーセントの固形分（
１つ以上の第１のポリエステルに第２のポリエステルを含む安定剤を加える）、または代
替例では、分散液の重量に基づいて、３５～６５重量パーセントの固形分（１つ以上の第
１のポリエステルに第２のポリエステルを含む安定剤を加える）、または代替例では、分
散液の重量に基づいて、４０～７０重量パーセントの固形分（１つ以上の第１のポリエス
テルに第２のポリエステルを含む安定剤を加える）、または代替例では、分散液の重量に
基づいて、４０～６５重量パーセントの固形分（１つ以上の第１のポリエステルに第２の
ポリエステルを含む安定剤を加える）、または代替例では、分散液の重量に基づいて、４
５～６５重量パーセントの固形分（１つ以上の第１のポリエステルに第２のポリエステル
を含む安定剤を加える）、または代替例では、分散液の重量に基づいて、５０～７０重量
パーセントの固形分（１つ以上の第１のポリエステルに第２のポリエステルを含む安定剤
を加える）を含む。
【００４９】
　流体媒体は、任意に、１つ以上の好適な溶媒を含有し得る。例えば、１つ以上の任意の
溶媒としては、例えば、グリコール、グリコールエーテル、２，２，４－トリメチル－１
，３－ペンタンジオールモノイソブチレート、アルコール、ケトン、グリコールエーテル
エステル、ミネラルスピリット、芳香族溶媒、および／もしくはエステルなど、任意に１
つ以上の分散剤、例えば、アミノアルコールおよび／もしくはポリポリカルボキシレート
が挙げられるが、これらに限定されない。
【００５０】
　追加成分
　本発明の水性分散液は、任意に、アクリルラテックス、ビニルアクリルラテックス、ス
チレンアクリルラテックス、ビニルアセテートエチレンラテックス、エポキシ分散液、ポ
リウレタン分散液、アルキド分散液、ポリオレフィン分散液、およびそれらの組み合わせ
などの１つ以上の結合剤組成物、任意に１つ以上の充填剤、触媒、湿潤剤、消泡剤、フロ
ー剤、離型剤、スリップ剤、ブロッキング防止剤、硫黄染色をマスクするための添加剤、
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顔料湿潤／分散剤、沈降防止剤、ＵＶ安定剤、接着促進剤などの任意に１つ以上の添加剤
、脂肪酸エステル蝋、シリコン系蝋、フッ素系蝋、ポリエチレンまたはあらゆる他の類似
ポリオレフィン蝋、カルナバ蝋、ラノリン蝋などの任意に１つ以上の潤滑剤、アルミニウ
ムおよび亜鉛などの任意に１つ以上の腐食防止剤、任意に１つ以上の顔料、例えば、二酸
化チタン、硫酸バリウム、雲母、炭酸カルシウム、シリカ、酸化亜鉛、粉砕ガラス、アル
ミニウム三水和物、タルク、三酸化アンチモン、飛散灰、および粘土など、任意に１つ以
上の共溶剤、例えば、グリコール、グリコールエーテル、２，２，４－トリメチル－１，
３－ペンタンジオールモノイソブチレート、アルコール、ミネラルスピリット、芳香族溶
媒、およびベンゾエートエステルなど、任意に１つ以上の分散剤、例えば、アミノアルコ
ールおよびポリポリカルボキシレート、任意に１つ以上の界面活性剤、任意に１つ以上の
保存剤、例えば、殺生物剤、防カビ剤、殺菌剤、殺藻剤、およびそれらの組み合わせ、任
意に１つ以上の増粘剤、例えば、ヒドロキシエチルセルロースなどのセルロース系増粘剤
、疎水性修飾アルカリ溶解性乳剤（ＵＣＡＲ　ＰＯＬＹＰＨＯＢＥ　ＴＲ－１１６などの
ＨＡＳＥ増粘剤）、および疎水性修飾エトキシ化ウレタン増粘剤（ＨＥＵＲ）、または任
意に１つ以上の追加の中和剤、例えば、ヒドロキシド、アミン、アンモニア、およびカー
ボネート、任意に１つ以上の溶媒または融合助剤とブレンドされ得る。
【００５１】
　さらに、水性分散液は、１つ以上の分散液、乳剤、懸濁液、コロイド懸濁液などとブレ
ンドされ得る。例えば、本発明の水性分散液は、ポリウレタン分散液、アルキド分散液、
エポキシ分散液、ビニルアセテート乳剤、アクリル乳剤、ポリオレフィン分散液、ビニル
アセテートエチレン乳剤、および／または同等物とブレンドされ得る。本明細書に記載さ
れる追加成分の添加は、分散液を作製するためのプロセスの一部として達成され得る、す
なわち、追加成分は、水性分散液を生成する間に添加されるか、または代替例では、追加
成分は、水性分散液生成後に添加され得る、すなわち、追加成分は、分散液が生成された
後に水性分散液中に添加されるか、または代替例では、それらの組み合わせ、すなわち、
追加成分は、分散液を作製するためのプロセス時に添加され得、さらに、このような追加
成分は、分散液生成後にも同様に添加される。
【００５２】
　架橋剤
　水性分散液は、任意に、架橋を促進するための少なくとも１つ以上の架橋剤、およびま
たは、架橋の速度を上昇させるための１つ以上の触媒をさらに含み得る。このような触媒
は一般的に既知であり、好適な触媒の選択は、典型的には、架橋剤の選択およびこのよう
な架橋の条件などの他の要因に左右され得る。このような触媒としては、強酸性、弱酸性
、または金属を含有する化合物といった架橋剤の種類応じて、ドデシルベンゼンスルホン
酸、ｐ－トルエンスルホン酸、ジ－ノニルナフタレンジスルホン酸、メタンスルホン酸、
リン酸、またはアンモニウムもしくはホスホニウム塩などの弱酸、またはスズ、ビスマス
、ジルコニウム、もしくはアルミニウムキレート化合物などが挙げられるが、これらに限
定されない。例となる触媒としては、Ｋｉｎｇ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓから入手可能なＮ
ＡＣＵＲＥ（商標）、Ｋ－Ｋｕｒｅ（商標）、およびＫ－Ｋａｔ（商標）、Ｃｙｔｅｃ　
ＩｎｄｕｓｔｒｉｅｓのＣＹＣＡＴ（商標）、ならびに／またはＡｒｋｅｍａ　Ｉｎｃの
ＦＡＳＣＡＴ（商標）が挙げられるが、これらに限定されない。本発明の水性分散液は、
分散液の固形分の総重量に基づいて、０．５～５０重量パーセントの１つ以上の架橋剤を
含む。０．５～５０重量パーセントのすべての個別の値および部分的範囲が、本明細書中
に包含され、本明細書において開示され、例えば、その重量パーセントは、０．５、１、
３、５、１０、１５、または２０重量パーセントの下限から、１０、１２、１５、１８、
２０、２５、３０、３５、４０、４５、または５０重量パーセントの上限であり得る。例
えば、分散液は、分散液の固形分の総重量に基づいて、１～１８重量パーセント、または
代替例では、１～１５重量パーセント、または代替例では、１～１２重量パーセント、ま
たは代替例では、１～１０重量パーセント、または代替例では、１～２０重量パーセント
、または代替例では、１～３０重量パーセント、または代替例では、１～４０重量パーセ
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ント、または代替例では、１～４５重量パーセント、または代替例では、１～５０重量パ
ーセントの１つ以上の架橋剤を含み得る。選択される実施形態では、架橋剤は、例えば、
フェノール－ホルムアルデヒド樹脂、尿素－ホルムアルデヒド樹脂が挙げられるが、これ
らに限定されないアミノ－ホルムアルデヒド樹脂、メラミンホルムアルデヒド樹脂、ベン
ゾグアナミンホルムアルデヒド樹脂、無水樹脂、エポキシ樹脂などのエポキシ基を含有す
る樹脂、エポキシ基を含有するポリエステルもしくはアクリル系樹脂、およびブロックさ
れた、もしくはブロックされていないイソシアネート樹脂、ならびにこのような架橋剤の
組み合わせが相溶性を有することを条件とするそれらの２つ以上の組み合わせであり得る
。
【００５３】
　架橋剤は、分散液配合中に含有される反応性官能基と反応する化合物であってもよく、
それにより、それらの架橋を促進する。このような官能基は、第１のポリエステル、なら
びに第２のポリエステルを含む安定剤の両方に存在し得る。
【００５４】
　例えば、反応性官能基としては、遊離形態もしくは中和形態の、カルボン酸基などの酸
性基、または、アルコール基、アミノ基、エポキシ基、または同類のものなどの別の成分
による別の活性水素を有する、任意の官能基が挙げられるが、これらに限定されない。
【００５５】
　架橋剤中の架橋性官能基は、第１のポリエステル、または第２のポリエステルを含む安
定剤の反応性官能基と反応することができる基である。例えば、カルボジイミド基、オキ
サゾリン基、イソシアネート基、エポキシ基、メチロール基、アルデヒド基、酸無水物基
、ヒドロキシ基、アジリジニル基、シラン基が、架橋剤中で使用され得る。
【００５６】
　架橋酸官能基の別の可能性は、前述の酸性基と、酸化亜鉛などの多価金属イオンを含有
する物質との反応による、多価金属イオンの使用によるものである。
【００５７】
　カルボン酸も、強酸の触媒作用下で多官能性オレフィン不飽和物質との反応において架
橋され得る。多官能性炭酸塩も、カルボン酸と反応して、エステル結合に二酸化炭素の遊
離を与えることができる。
【００５８】
　代替例では、架橋は、過酸化物の添加によって、または放射線、例えば、電子ビームに
より開始されるフリーラジカル架橋により実現され得る。
【００５９】
　架橋性官能基に関しては、１つ以上が、架橋剤中に存在し得る。代替例では、２つ以上
の架橋性官能基が、単一分子中に存在し得る。
【００６０】
　上に記載された架橋性官能基を有する架橋剤は、水分散された、または水分散性の、ま
たは水溶性の物質であり得る。１つの実施形態では、例となる架橋剤としては、分子１個
当たり、２個以上のオキサゾリン基、カルボジイミド基、エポキシ基、イソシアネート基
、メチロール基など、もしくはこれらのうちのいくつかを含有する水性モノマーまたはポ
リマー物質が挙げられるが、これらに限定されない。
【００６１】
　一例となるオキサゾリン架橋剤は、その分子中に２つ以上のオキサゾリン基を有する水
性ポリマーであり、物質は、オキサゾリン基含有モノマー、および必要に応じて、エチレ
ン不飽和モノマーを重合することによって得ることができる。あるいは、オキサゾリン架
橋剤は、ニトリル基とアミノエタノール基との間の反応、ヒドロキシルアルキルアミド基
の脱水、および同様のものからも得ることができる。
【００６２】
　２つ以上のカルボジイミド基を有する架橋剤は、ジイソシアネート化合物の脱炭酸反応
が付随する縮合反応によって、ジイソシアネート化合物から生成され得る。ジイソシアネ
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ート化合物の例としては、１，５－ナフチレンジイソシアネート、４，４’－ジフェニル
メタンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルジメチルメタンジイソシアネート、１，
４－フェニレンジイソシアネート、２，４－トリレンジイソシアネート、２，６－トリレ
ンジイソシアネート、ヘキサンメチレンジイソシアネート、シクロヘキサン－１，４－ジ
イソシアネート、キシリレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、ジシクロ
ヘキシルメタン－４，４’－ジイソシアネート、メチルシクロヘキサンジイソシアネート
、およびテトラメチルキシリレンジイソシアネート、ならびに同様のものが挙げられるが
、これらに限定されない。これらの化合物を、混合物として使用してもよい。
【００６３】
　単官能性イソシアネートは、樹脂の分子鎖長を制御するために含まれ得、フェニルイソ
シアネート、トリルイソシアネート、シクロヘキシルイソシアネート、ジメチルフェニル
イソシアネート、ブチルイソシアネート、およびナフチルイソシアネートが有用である。
【００６４】
　ジイソシアネート物質は、ヒドロキシル基、イミノ基、アミノ基、カルボキシル基、メ
ルカプト基、エポキシ基などを有する、脂肪族化合物、脂環式化合物、または芳香族化合
物と、部分的に反応し得る。
【００６５】
　ジイソシアネート化合物の脱炭酸が付随する縮合反応において、カルボジイミド化触媒
を使用することができる。このような触媒として使用可能なものは、例えば、１－フェニ
ル－２－ホスホレン－１－オキシド、３－メチル－２－ホスホレン－１－オキシド、１－
エチル－２－ホスホレン－１－オキシド、およびこれらの３－ホスホレン異性体などのホ
スホレンオキシドである。
【００６６】
　カルボジイミド基含有ポリマーを水性ポリマーへと転換するために、カルボジイミド基
含有ポリマーの分子構造内に親水性セグメントが提供される。例えば、カルボジイミド基
を含有する水性ポリマーは、イソシアネート基との反応性を有する官能基を有する親水性
セグメントを提供することによって得ることができる。親水性セグメントとして使用可能
なものは、ジアルキルアミノアルキルアミンの四級アンモニウム塩（例えば、２－ジメチ
ルアミノエタノールの四級アンモニウム塩）、ジアルキルアミノアルキルアミンの四級塩
（例えば、３－ジメチルアミノ－ｎ－プロピルアミン）、少なくとも１個の反応性ヒドロ
キシル基を有するアルキルスルホン酸塩（例えば、ナトリウムヒドロキシプロパンスルホ
ネート）、アルコキシ基でその末端がキャップされているポリエチレンオキシドもしくは
ポリエチレンオキシドと、ポリプロピレンオキシド（例えば、メトキシ基またはエトキシ
基でその末端位置がキャップされているポリエチレンオキシド）との混合物である。
【００６７】
　エポキシ基を含有する水性架橋剤としては、ソルビトールポリグリシジルエーテル、グ
リセロールトリグリシジルエーテル、ポリグリセロールポリグリシジルエーテルトリメチ
ロールプロパントリグリシジルエーテル、ポリ（エチレングリコール）ジグリシジルエー
テル、ポリ（プロピレングリコール）ジグリシジルエーテル、フェノールエチレンオキシ
ドグリシジルエーテル、およびラウリルアルコールエチレンオキシドグリシジルエーテル
などが例示される。上記に加え、例として言及されるものは、ポリオキシエチレンポリオ
ール化合物と酸無水物化合物との間の反応を介して得られるカルボキシ化合物と、その分
子内に２つ以上のエポキシ基を有するエポキシ樹脂と、を反応させることによって得られ
る、水溶性エポキシ樹脂、ならびに水溶性エポキシ樹脂と、その分子内に２つ以上のエポ
キシ基を有するエポキシ樹脂と、を混合することによって得られる、自己乳化性エポキシ
樹脂組成物である。このような樹脂は、例えば、ＸＺ　９２５３３．００、ＸＺ　９２５
９８．００、およびＸＺ　９２４４６．００の商品名で、Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃ
ａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｍｉｄｌａｎｄ，ＭＩから得ることができる。無水物化合物の例
としては、好ましくは、無水フタル酸、無水トリメリット酸、および無水ピロメリット酸
などの芳香族無水物；ならびに、無水マレイン酸、無水コハク酸、無水テトラヒドロフタ
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ル酸、無水メチルテトラヒドロフタル酸、無水メチルナド酸、アルケニル無水コハク酸、
無水ヘキサヒドロフタル酸、および無水メチルヘキサヒドロフタル酸などの環式脂肪族無
水物が挙げられるが、特にこれらに限定されない。その分子内に２つ以上のエポキシ基を
有するエポキシ樹脂に制限はなく、２つ以上のエポキシ官能基を有するすべての既知のエ
ポキシ樹脂を使用してよい。例としては、フェノールノボラック、およびクレゾールノボ
ラックビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳ、レゾルシノール、ヒド
ロキノン、またはカテコールなどの、エピクロロヒドリンおよび多価化合物から得られる
ポリグリシジルエーテル、アルキレンオキシド付加ビスフェノールＡ、ポリプロピレング
リコール、１，６－ヘキサンジオール、トリメチロールプロパン、グリセリン、シクロヘ
キサンジメタノールなどのポリアルコール、ならびに、アジピン酸、フタル酸、ダイマー
酸などのポリカルボン酸のポリグリシジルエステルおよびポリグリシジルアミンである。
【００６８】
　イソシアネート基を含有する水性架橋剤は、例えば、イソシアヌレート基含有ポリイソ
シアネート、ウレトジオン（ｕｒｅｔｈｏｄｉｏｎｅ）基含有ポリイソシアネート、ウレ
トジオン（ｕｒｅｔｈｏｄｉｏｎｅ）基／イソシアヌレート基含有ポリイソシアネート、
ウレタン基含有ポリイソシアネート、アロファネート基含有ポリイソシアネート、ビウレ
ット基含有ポリイソシアネート、カルボジイミド基含有ポリイソシアネート、およびウレ
トジオン（ｕｒｅｔｏｄｉｏｎｅ）基含有ポリイソシアネート（これらのそれぞれは原材
料として１，６－ヘキサメチレンジイソシアネートおよび／またはイソホロンジイソシア
ネートを含有する）から成る群から選択される、少なくとも１つのメンバーを主に含有す
る、ポリイソシアネート、ならびに、イソシアネート基と反応し得る少なくとも１個の活
性水素基を有する親水性界面活性剤、または少なくとも３つのポリ－エチレンオキシド単
位を含有するポリエチレンエーテルアルコールを、脂肪酸および原材料としてのヒドロキ
シルを含有する化合物の炭素の数の合計が８個以上であり、かつイソシアネート基と反応
し得る少なくとも１つの活性水素基を有する脂肪酸エステルと反応させることによって得
られる、自己乳化性ポリイソシアネートである。上記に加え、１，６－ヘキサメチレンジ
イソシアネートおよび／もしくはイソホロンジイソシアネートと、活性水素基含有化合物
との間の反応によって得られるウレタン基含有ポリイソシアネート、または、これらのジ
イソシアネート化合物のアロファネート化反応、カルボジイミド化反応、ウレトジオン化
反応、およびビウレット化反応によって得られるポリイソシアネートに言及することがで
きる。
【００６９】
　アルデヒドを含有する好適な架橋剤の例としては、水分散された、または水分散性の、
または水溶性のフェノールホルムアルデヒド樹脂、アミノホルムアルデヒド樹脂、または
それらの組み合わせである。
【００７０】
　フェノールホルムアルデヒド架橋剤としては、アルデヒドとフェノールとの反応生成物
が挙げられるが、これらに限定されない。好ましいアルデヒドは、ホルムアルデヒドおよ
びアセトアルデヒドであるが、限定されない。限定するわけではないが、フェノール、ク
レゾール、ｐ－フェニルフェノール、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール、ｐ－ｔｅｒｔ－
アミルフェノール、シクロペンチルフェノール、クレゾール酸、ビスフェノール－Ａ、ビ
スフェノール－Ｆなど、およびそれらの組み合わせなどの多種多様なフェノールを使用す
ることができる。また、酸官能性フェノールもフェノールホルムアルデヒド樹脂の作製に
使用することができる。架橋剤は、アルコールまたはポリオールで、脱エーテル化もしく
はエーテル化されてもよい。これらのフェノールホルムアルデヒド樹脂は、水中で可溶性
もしくは自己乳化性であり得るか、またはポリビニルアルコールなどのコロイド安定剤の
使用によって安定化され得る。
【００７１】
　アミノホルムアルデヒド架橋剤としては、アルデヒドと、アミノまたはアミノ基を含有
する分子との反応生成物が挙げられるが、これに限定されない。例となるアルデヒドとし
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ては、ホルムアルデヒドおよびアセトアルデヒドが挙げられるが、これらに限定されない
。限定するわけではないが、尿素、メラミン、ベンゾグアナミン、アセトグアナミン、グ
リコールウリルなどの多種多様なアミノ基またはアミド基を含有する分子を使用すること
ができる。好適なアミノ架橋樹脂としては、メラミン－ホルムアルデヒド、尿素－ホルム
アルデヒド、ベンゾグアナミン－ホルムアルデヒド、アセトグアナミン－ホルムアルデヒ
ド、グリコールウリル－ホルムアルデヒド樹脂が挙げられる。アミノホルムアルデヒド樹
脂のメチロール基も、メタノールおよび／またはｎ－ブタノールなどの一価脂肪族アルコ
ールの基のうちの少なくとも１つで、部分的もしくは完全にエーテル化され得る。これら
のアミノホルムアルデヒド樹脂は、水中で可溶性もしくは自己乳化性であり得るか、アミ
ノホルムアルデヒド分散液を安定化するために使用され得る、ポリビニルアルコールなど
のコロイド安定剤の使用によって安定化され得る。
【００７２】
　水溶性または水分散性であり、本目的に有用な市販のアミノ－ホルムアルデヒド樹脂と
しては、Ｃｙｍｅｌ（商標）３０１、Ｃｙｍｅｌ（商標）３０３、Ｃｙｍｅｌ（商標）３
７０、およびＣｙｍｅｌ（商標）３７３（すべてＣｙｔｅｃ　Ｓｕｒｆａｃｅ　Ｓｐｅｃ
ｉａｌｔｉｅｓ，Ｂｒｕｓｓｅｌｓ，Ｂｅｌｇｉｕｍの製品である）が挙げられる。アミ
ノ化合物と反応して樹脂材料を形成するために使用される他のアルデヒドは、クロトンア
ルデヒド、アクロレイン、またはヘキサメチレン－テトラミン、パラアルデヒド、および
同様のものなどのアルデヒドを生成する化合物である。
【００７３】
　カルボン酸基に関する別のクラスの架橋剤は、ビス（Ｎ，Ｎ’－ジヒドロキシエチル）
アジパミドなどの水溶性ヒドロキシアルキルアミド架橋剤である。このような化合物は、
ＳｗｉｔｚｅｒｌａｎｄのＥＭＳ－ＰＲＩＭＩＤから、ＰＲＩＭＩＤ（商標）架橋剤樹脂
、例えば、ＰＲＩＭＩＤ（商標）ＸＬ－５２２、ＰＲＩＭＩＤ（商標）ＳＦ－４５１０、
およびＰＲＩＭＩＤ（商標）ＱＭ－１２６０の商品名で市販されている。
【００７４】
　１つ以上の架橋剤は、水性分散液配合プロセスの一部として水性分散液に添加されても
よく、または代替例では、１つ以上の架橋剤は、分散液配合プロセスの後に水性分散液に
添加され得る。
【００７５】
　１つの実施形態では、コーティングされた容器内に含有されている食品または飲料の種
類、および必要とされるコーティング特性に応じて、いくつかの架橋剤を組み合わせるこ
とが有益であり得るか、またはいくつかの架橋剤が他のものよりもより適している場合が
ある。いくつかの架橋剤は、すべての用途に適していない場合がある。いくつかの架橋剤
は、適切な硬化のために触媒の添加を必要とする場合がある。
【００７６】
　架橋剤は、例えば、架橋剤を含有しない同一の配合と比較してより高いＭＥＫ二重摩擦
値によって示される、熱硬化性ネットワークの構築を補助するだろう。
【００７７】
　分散液の形成
　水性分散液は、当業者に理解されるいくつもの方法によって形成することができる。分
散装置は、バッチ式、セミバッチ式、または連続方式で動作させることができる。混合器
の例としては、ローター固定子、マイクロフルイダイザー、高圧ホモジナイザー、超音波
、衝突噴流、Ｃｏｗｌｅｓ（商標）ブレード、遊星形混合器、および押出機などの溶融混
練装置が挙げられる。
【００７８】
　１つの実施形態では、１つ以上の第１のポリエステル、１つ以上の第２のポリエステル
を含む安定剤は、水と、アンモニア、水酸化カリウム、アミン、または２つ以上の組み合
わせなどの任意に１つ以上の中和剤とともに押出機内で溶融混練され、分散液を形成する
。別の実施形態では、１つ以上の第１のポリエステル、１つ以上の第２のポリエステルを
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含む安定剤は、化合され、次いで、水および任意に１つ以上の中和剤の存在下で、押出機
内で溶融混練されて、それにより、分散液を形成する。いくつかの実施形態では、分散液
は、まず、１～２０重量パーセント、例えば、１～５重量パーセントまたは１～３重量パ
ーセントの水を含有するように希釈され、次に続いて、分散液の重量に基づいて、１５～
９０重量パーセントの水を含むようにさらに希釈される。１つの実施形態では、さらなる
希釈は、溶媒によって実現され得る。１つの実施形態では、分散液は、あらゆる溶媒を含
まない。
【００７９】
　当技術分野で既知の任意の溶融混練方法が使用されてもよい。いくつかの実施形態では
、混練機、ＢＡＮＢＵＲＹ（登録商標）混合器、単軸押出機、または多軸押出機、例えば
、二軸押出機、ローター固定子と接続された溶解ポンプが使用される。本発明に従って分
散液を生成するためのプロセスは、特に制限されない。例えば、ある特定の実施形態にお
いて、押出機、例えば、二軸押出機は、背圧調節器、溶融ポンプ、またはギアポンプと連
結される。例となる実施形態はまた、塩基貯蔵器および初期貯水器も提供し、そのそれぞ
れは、ポンプを含む。所望の量の塩基および初期水は、それぞれ、塩基貯蔵器および初期
貯水器から提供される。任意の好適なポンプを使用することができるが、いくつかの実施
形態では、例えば、２４０バールの圧力で約１５０ｃｃ／分の流量を提供するポンプを使
用して、押出機に塩基および初期水を提供する。他の実施形態では、注液ポンプが、２０
０バールで３００ｃｃ／分または１３３バールで６００ｃｃ／分の流量を提供する。いく
つかの実施形態では、塩基および初期水は、予熱器内で予熱される。
【００８０】
　例えば、ペレット、粉末、または薄片の形態の１つ以上の第１のポリエステルが、供給
機から押出機の注入口に供給され、ここで、樹脂が溶融または化合される。１つ以上の追
加成分は、任意に、１つ以上の第１のポリエステルと同時に、押出機内に供給機を介して
供給されてもよく、または代替例では、１つ以上の追加成分は、１つ以上の第１のポリエ
ステルに化合され、次いで、押出機内に供給機を介して供給されてもよい。代替例では、
追加の１つ以上の追加成分は、任意に、乳化区画が１つ以上の第１のポリエステルを含む
溶融化合物になる前に、注入口を介してさらに計量されてもよい。いくつかの実施形態で
は、第２のポリエステルを含む安定剤は、第１のポリエステルを通して、およびそれとと
もに１つ以上の第１のポリエステルに添加され、他の実施形態では、第２のポリエステル
を含む安定剤は、二軸押出機に別々に提供される。次いで、樹脂溶融物は、押出機の混合
および搬送区画から乳化区画に送達され得、ここで、水および塩基貯蔵器からの初期量の
水および塩基が注入口を通して添加される。いくつかの実施形態では、第２のポリエステ
ルを含む安定剤は、水流に追加的または排他的に添加され得る。いくつかの実施形態では
、さらなる希釈水が、水注入口を介して、貯水器から押出機の希釈および冷却区画へ添加
され得る。典型的には、分散液は、冷却区画において、少なくとも３０重量パーセントの
水に希釈される。さらに、希釈混合物は、所望の希釈水準が達成されるまで、複数回希釈
されてもよい。いくつかの実施形態では、分散液は、押出機から出た後、好適な熱交換器
の使用によってさらに冷却される。他の実施形態では、水は、二軸押出機ではなくむしろ
、溶融物が押出機から出た後に、その樹脂溶融物を含有する流れに添加される。この方法
では、押出機内の蒸気圧の蓄積が排除され、ローター固定子混合器などの二次混合装置内
で分散液が形成される。
【００８１】
　別の実施形態では、水性分散液は、溶融混練押出機を使用せずに、連続高剪断混合器に
おいて形成することができる。この実施形態では、１つ以上の液体または溶融した第１の
ポリエステルを含む第１の流れが、好適な液体ポンプ、例えば、シリンジポンプ、ギアポ
ンプ、またはプログレッシブキャビティポンプから連続高剪断混合器に供給される。第１
の流れは、第１の導管を通して流れ、連続して、第２の導管を通して流れる連続水相を含
有する第２の流れと合流する。第１の流れおよび第２の流れは、第２のポリエステルを含
む安定剤および任意に中和剤の存在下で分散機内に合流する。薬剤は、第１の流れもしく
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は第２の流れのいずれかに、または別の流れとして、添加することができる。水を含む第
３の流れが、分散機から下流に添加されてもよい。流れの流速を調節し、所望の量のポリ
マー相および固形分率を有する分散液を得る。分散機は、いくつかの連続インライン混合
器のうちのいずれか、例えば、ＩＫＡ高剪断混合器、Ｏａｋｅｓローター固定子混合器、
Ｒｏｓｓ混合器、Ｓｉｌｖｅｒｓｏｎ混合器、または遠心ポンプであり得る。分散機のｒ
ｐｍ設定を使用して、分散液中の分散された疎水相の粒径の制御を補助することができる
。系は、ポンプ操作のために好適な粘度でポリマーおよび中和剤成分を提供するように加
熱されてもよい。蒸気形成は、プロセスの出口付近で背圧調整器、ギアポンプ、計量ポン
プ、または他の好適な装置を使用して、圧力を制御することにより、低減される。いくつ
かの実施形態では、分散液は、分散機から出た後、好適な熱交換器の使用によってさらに
冷却される。
【００８２】
　別の実施形態では、水性分散液をバッチ式またはセミバッチ式高剪断混合器で形成する
ことができ、混合器は、例えば、蒸気形成を低減させるために、例えば、加圧タンク内に
配置され得る。分散液のすべてまたは少なくとも一部分は、プロセス中にタンクから除去
され、好適な熱交換器の使用によって、任意に冷却される。
【００８３】
　水性分散液の調製時に、任意に１つ以上の充填剤、触媒、湿潤剤、消泡剤、フロー剤、
離型剤、スリップ剤、ブロッキング防止剤、硫黄染色をマスクするための添加剤、顔料湿
潤／分散剤、沈降防止剤、ＵＶ安定剤、接着促進剤などの任意に１つ以上の添加剤、脂肪
酸エステル蝋、シリコン系蝋、フッ素系蝋、ポリエチレンまたはあらゆる他の類似ポリオ
レフィン蝋、カルナバ蝋、ラノリン蝋などの任意に１つ以上の潤滑剤、アルミニウムおよ
び亜鉛などの任意に１つ以上の腐食防止剤、任意に１つ以上の顔料、例えば、二酸化チタ
ン、雲母、炭酸カルシウム、硫酸バリウム、シリカ、酸化亜鉛、粉砕ガラス、アルミニウ
ム三水和物、タルク、三酸化アンチモン、飛散灰、および粘土など、任意に１つ以上の染
料、任意に１つ以上の共溶剤、例えばグリコール、グリコールエーテル、２，２，４－ト
リメチル－１，３－ペンタンジオールモノイソブチレート、アルコール、ミネラルスピリ
ット、およびベンゾエートエステルなど、任意に１つ以上の分散剤、例えばアミノアルコ
ールおよびポリポリカルボキシレート、任意に１つ以上の界面活性剤、任意に１つ以上の
消泡剤、任意に１つ以上の保存剤、例えば殺生物剤、防カビ剤、殺菌剤、殺藻剤、および
それらの組み合わせ、任意に１つ以上の増粘剤、例えば、ヒドロキシエチルセルロースな
どのセルロース系増粘剤、疎水性修飾アルカリ溶解性乳剤（ＵＣＡＲ　ＰＯＬＹＰＨＯＢ
Ｅ　ＴＲ－１１６などのＨＡＳＥ増粘剤）、および疎水性修飾エトキシ化ウレタン増粘剤
（ＨＥＵＲ）、もしくは任意に１つ以上の追加の中和剤、例えば、ヒドロキシド、アミン
、アンモニア、およびカーボネートが、水性分散液配合物に添加され得るか、または代替
例では、分散液配合プロセス後に分散液に添加され得る。
【００８４】
　水性分散液の調製時に、１つ以上の架橋剤は、水性分散液配合物に添加されてもよく、
または代替例では、分散液配合プロセス後に分散液に添加されてもよい。
【００８５】
　任意に、１つ以上の第１のポリエステルの分散時に、別のポリマー分散液または乳剤が
、分散液の水相の一部分として使用されてもよい。例としては、アクリル、エポキシ、ポ
リエステル、ポリウレタン、ポリオレフィン、ポリアミド、アルキドなどを含有する分散
液、乳剤、懸濁液、コロイド懸濁液が挙げられるが、これらに限定されない。
【００８６】
　１つの実施形態では、本発明の水性分散液を生成するための方法は、（１）１５未満、
例えば、１０未満、もしくは代替例では、５未満の範囲の酸価を有する１つ以上の第１の
ポリエステルを選択するステップと、（２）１５またはそれ以上、例えば、２０を超える
酸価を有する少なくとも１つの第２のポリエステルを含む、１つ以上の安定剤を選択する
ステップと、（３）１つ以上の中和剤を選択するステップと、（４）水および１つ以上の
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中和剤の存在下で、該１つ以上の第１のポリエステル、１つ以上の安定剤を溶融ブレンド
するステップと、（４）それにより、分散液の総重量に基づいて、１０～７４パーセント
の固形分を有する水性分散液を生成するステップと、を含む。
【００８７】
　コーティング適用およびコーティングされた容器または閉栓装置の形成
　水性分散液および／またはそれに由来するコーティング組成物は、金属、木、紙、プラ
スチック、皮革、ガラス、コンクリートなどが挙げられるが、これらに限定されない任意
の好適な基材上で使用され得る。１つの実施形態では、水性分散液および／またはそれに
由来するコーティングは、例えば、容器、例えば、缶、コーティング適用、または閉栓装
置コーティング適用において、使用され得る。このようなコーティングされる容器装置と
しては、缶、例えば、飲料缶、食品缶、非食品製品、例えば、ヘアスプレー、髪染め、ま
たはカラースプレーラッカーのためのものなどのエアロゾル容器、ドラム、たる、手桶、
装飾的缶、オープントレー、管、ボトル、一体鋳造品などが挙げられるが、これらに限定
されない。閉栓装置などのコーティング物品としては、キャップ、ヨーグルトおよびバタ
ー容器用の薄いアルミホイルベースの蓋などの蓋、または王冠コルク、ロールオン式栓、
真空栓、ピルファープルーフ栓などのガラス瓶およびボトル用の栓、缶の栓用のイージー
ピール蓋、ならびに缶用のイージーオープンエンドまたは従来のエンドが挙げられるが、
これらに限定されない。缶は、２ピース缶または３ピース缶であり得る。飲料缶としては
、ビール缶、炭酸清涼飲料缶、エネルギー飲料缶、アイソトニック飲料缶、水用缶、ジュ
ース缶、茶用缶、コーヒー缶、牛乳用缶などが挙げられるが、これらに限定されない。食
品缶としては、野菜缶、果物缶、食肉缶、スープ缶、調理済み食品缶、魚缶、食用油缶、
ソース缶など挙げられるが、これらに限定されない。このような缶は任意の形状を有し得
、例えば、このような缶は、円筒形状、立方体、球体、半球体、ボトル形状、細長い立方
体形状、低背もしくは高背形状、円形もしくは長方形形状、または任意の他の好適な形状
を有し得る。本発明による容器装置などのコーティング物品は、任意の従来の方法によっ
て形成され得る。例えば、コーティングされる容器装置は、スタンピング、引き抜き、再
引き抜き、壁しごき、屈曲加工、ビーディング、エンボス加工、デボス加工、フランジン
グ、ネッキング、延伸加工、ブロー延伸加工、および任意の他の好適な従来の方法により
形成され得る。このような方法は、全体的に当業者に既知である。水性分散液および／ま
たはそれに由来するコーティング組成物は、例えば、基材、例えば、金属シートまたは金
属ホイルに適用され得、次に、コーティングされた基材は、コーティングされた容器装置
またはコーティングされた閉栓装置に形成され得る。代替例では、基材は、容器装置また
は閉栓装置に形成され得、次に、その容器装置または閉栓装置が、１つ以上の水性分散液
および／またはそれに由来するコーティング組成物でコーティングされ、コーティングさ
れた容器装置またはコーティングされた閉栓装置を形成する。コーティングは、任意の方
法、例えば、ローラーコーティング、スプレーコーティング、粉末コーティング、浸漬コ
ーティング、電着塗装コーティング、印刷、洗浄コーティング、フローコーティング、カ
ーテンコーティングにより適用され得る。
【００８８】
　基材は、アルミニウムおよびアルミニウム合金、電解ブリキ板冷延低炭素軟鋼（「ＥＴ
Ｐ」）、電解クロム／酸化クロム被コーティング冷延低炭素軟鋼（ＥＣＣＳ）、ならびに
任意の他の事前処理済み鋼が挙げられるが、これらに限定されない１つ以上の金属、また
は１つ以上のポリオレフィン、例えば、ポリエチレンおよび／もしくはポリプロピレンな
どの１つ以上のポリマーを含む。事前処理としては、初期腐食保護および改善した接着力
などの理由のための、リン酸、リン酸ジルコニウム、リン酸クロムなど、ならびにシラン
を用いる処理が挙げられるが、これらに限定されない。基材は、シート、切片、またはコ
イルを含み得る。基材は、１つ以上の層を含み得、各層は、０．０１μｍ～２ｍｍ、例え
ば、０．０１μｍ～１．５ｍｍ、または代替例では、０．０１μｍ～１ｍｍ、または代替
例では、０．０１μｍ～０．５ｍｍ、または代替例では、０．０１μｍ～０．２ｍｍ、ま
たは代替例では、０．０１μｍ～０．１ｍｍ、または代替例では、０．０１μｍ～１００
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μｍ、または代替例では、０．０１μｍ～５０μｍ、または代替例では、１μｍ～５０μ
ｍ、または代替例では、１μｍ～１５μｍの範囲の厚さを有し得る。基材は、１つ以上の
事前コーティング組成物で事前にコーティングされ得る。このような事前コーティング組
成物としては、任意に、１つ以上の樹脂結合剤、１つ以上の樹脂架橋剤、１つ以上の溶媒
、１つ以上の添加剤、および１つ以上の顔料が挙げられ得るが、これらに限定されない。
例となる樹脂結合剤としては、エポキシ、ポリエステル、ポリビニルクロライドを含有す
るオルガノゾル／ビニル、フェノール類、アルキド、オレオレジン、アクリル樹脂などが
挙げられるが、これらに限定されない。例となる架橋剤としては、フェノール－ホルムア
ルデヒド樹脂、尿素－ホルムアルデヒド、メラミンホルムアルデヒド、ベンゾグアナミン
ホルムアルデヒドを含むが、これらに限定されないアミノ－ホルムアルデヒド樹脂、無水
物樹脂、ブロックされたイソシアネート樹脂、ならびにエポキシ樹脂、エポキシ基含有ポ
リエステル、アクリル樹脂、ビニル樹脂を含むが、これらに限定されないエポキシ基含有
樹脂などが挙げられるが、これらに限定されない。例となる溶媒および希釈剤としては、
グリコールエーテル、アルコール、芳香族化合物、例えば、芳香族炭化水素、ホワイトス
ピリット、分岐状ケトン、およびエステルが挙げられるが、これらに限定されない。例と
なる添加剤としては、触媒、潤滑剤、湿潤剤、消泡剤、フロー剤、離型剤、スリップ剤、
ブロッキング防止剤、硫黄染色をマスクするための添加剤、顔料湿潤／分散剤、沈降防止
剤、ＵＶ安定剤、接着促進剤が挙げられるが、これらに限定されない。顔料としては、二
酸化チタン、酸化亜鉛、酸化アルミニウム、亜鉛、およびアルミニウムが挙げられるが、
これらに限定されない。基材は、１つ以上の事前コーティングされた薄板組成物で事前に
コーティングされてもよい。このような組成物は、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレ
ン、またはポリエステル組成物を含み得、フィルム積層プロセスまたは溶融押出コーティ
ングプロセスのいずれかにより、金属表面上に適用され得る。
【００８９】
　基材の少なくとも１つの表面に適用される１つ以上の水性分散液および／またはそれに
由来するコーティング組成物は、任意の従来の乾燥方法によって乾燥させる。このような
従来の乾燥方法としては、空気乾燥、対流式オーブン乾燥、熱風乾燥、および／または赤
外線オーブン乾燥が挙げられるが、これらに限定されない。乾燥プロセス時に、１つ以上
の架橋剤を含む１つ以上の基剤ポリマー、安定剤、またはそれらの組み合わせの架橋が生
じ得る。追加の硬化は、放射線硬化、例えば、電子ビーム硬化によって生じ得る。基材の
少なくとも１つの表面に適用される１つ以上の水性分散液および／またはそれに由来する
コーティング組成物は、任意の温度で乾燥され得る。例えば、第１のポリエステルの融点
温度またはそれ以上の範囲の温度で乾燥され得るか、または代替例では、第２のポリエス
テルを含む安定剤の融点未満の範囲の温度で乾燥され得る。基材の少なくとも１つの表面
に適用される１つ以上の水性分散液および／またはそれに由来するコーティング組成物は
、約６０°Ｆ（１５．５℃）～約７００°Ｆ（３７１℃）の範囲の温度で、約４０分未満
、例えば、２０分未満、または１０分未満、または５分未満、または２分未満、または１
分未満、または２０秒未満の期間にわたって、乾燥され得る。約６０°Ｆ（１５．５℃）
～約７００°Ｆ（３７１℃）のすべての個別の値および部分的範囲が、本明細書中に包含
され、本明細書において開示され、例えば、基材の少なくとも１つの表面に適用される１
つ以上の水性分散液および／またはそれに由来するコーティング組成物は、約６０°Ｆ（
１５．５℃）～約５００°Ｆ（２６０℃）の範囲の温度で、約４０分未満、例えば、２０
分未満、または１０分未満、または５分未満、または２分未満、または１分未満の期間に
わたって乾燥され得、または代替例では、基材の少なくとも１つの表面に適用される１つ
以上の水性分散液および／またはそれに由来するコーティング組成物は、約６０°Ｆ（１
５．５℃）～約４５０°Ｆ（２３２．２℃）の範囲の温度で、約４０分未満、例えば、２
０分未満、または１０分未満、または５分未満、または２分未満、または１分未満の期間
にわたって乾燥され得る。基材の少なくとも１つの表面に適用される１つ以上の水性分散
液および／またはそれに由来するコーティング組成物の温度は、約４０分未満の期間にわ
たって、基剤ポリマーの融点温度またはそれ以上の範囲の温度に上昇され得る。約４０分
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未満のすべての個別の値および部分的範囲が、本明細書中に包含され、本明細書において
開示され、例えば、基材の少なくとも１つの表面に適用される１つ以上の水性分散液およ
び／またはそれに由来するコーティング組成物の温度は、約２０分未満の期間にわたって
、第１のポリエステルの融点温度またはそれ以上の範囲の温度に上昇され得るか、または
代替例では、基材の少なくとも１つの表面に適用される１つ以上の水性分散液および／ま
たはそれに由来するコーティング組成物の温度は、約５分未満の期間にわたって、第１の
ポリエステルの融点温度またはそれ以上の範囲の温度に上昇され得るか、または別の代替
例では、基材の少なくとも１つの表面に適用される１つ以上の水性分散液および／または
それに由来するコーティング組成物の温度は、約０．５～３００秒の範囲の期間にわたっ
て、第１のポリエステルの融点温度またはそれ以上の範囲の温度に上昇され得る。別の代
替例では、基材の少なくとも１つの表面に適用される１つ以上の水性分散液および／また
はそれに由来するコーティング組成物の温度は、４０分未満の期間にわたって、第１のポ
リエステルの融点温度未満の範囲の温度に上昇され得る。約４０分未満のすべての個別の
値および部分的範囲が、本明細書中に包含され、本明細書において開示され、例えば、基
材の少なくとも１つの表面に適用される１つ以上の水性分散液および／またはそれに由来
するコーティング組成物の温度は、約２０分未満の期間にわたって、第１のポリエステル
の融点温度未満の範囲の温度に上昇され得るか、または代替例では、基材の少なくとも１
つの表面に適用される１つ以上の水性分散液および／またはそれに由来するコーティング
組成物の温度は、約５分未満の期間にわたって、第１のポリエステルの融点温度未満の範
囲の温度に上昇され得るか、または別の代替例では、基材の少なくとも１つの表面に適用
される１つ以上の水性分散液および／またはそれに由来するコーティング組成物の温度は
、約０．５～３００秒の範囲の期間にわたって、第１のポリエステルの融点温度未満の範
囲の温度に上昇され得る。
【００９０】
　コーティングされた基材は、１つ以上の従来のコーティング組成物でさらにコーティン
グされ得るか、または１つ以上の他の層にさらに積層され得る。このような従来のコーテ
ィング組成物は、当業者に全体的に既知であり、それらには、エポキシ樹脂コーティング
組成物、アクリレート系コーティング組成物、およびポリエステル系コーティング組成物
が挙げられ得るが、これらに限定されない。積層プロセスは、全体的に既知であり、例と
なる積層の層には、ポリエステル薄板、ポリプロピレン薄板などのポリオレフィン系薄板
が挙げられ得るが、これらに限定されない。
【００９１】
　基材の少なくとも１つの表面に適用される１つ以上の水性分散液および／またはそれに
由来するコーティング組成物、例えば、１つ以上の架橋されたコーティング層として事前
コーティングされた基材は、レトルトの前に、ＡＳＴＭ－Ｄ　３３５９－０８に従って測
定された少なくとも３Ｂ、例えば、４Ｂまたは５Ｂの碁盤目接着試験評定を有し得る。１
つ以上の架橋されたコーティング層として基材の少なくとも１つの表面に適用される１つ
以上の水性分散液および／またはそれに由来するコーティング組成物は、Ｇａｒｄｎｅｒ
「ＣＯＶＥＲＡＬＬ」Ｂｅｎｄ　Ｔｅｓｔｅｒ　ＩＧ１１２５によって測定された少なく
とも５０パーセント、例えば、少なくとも７０パーセント、または代替例では、少なくと
も８０パーセント、または代替例では、少なくとも９０パーセントのくさび曲げ通過評定
（ｗｅｄｇｅ　ｂｅｎｄ　ｐａｓｓ　ｒａｔｉｎｇ）を有し得る。
【００９２】
　本開示は、エポキシコーティングと比較して改善された特徴を有する水性ポリオレフィ
ン系コーティング層をさらに含む。エポキシコーティングは、産業用用途（すなわち、特
にタンクライナー、コイル、およびパイプコーティング）のための金属コーティングにお
いて有用である。例えば、エポキシコーティングは、それらの高度な架橋構造のため、非
常に良好な酸および塩基抵抗を有する。それらの高度な架橋構造はまた、かなり強固なフ
ィルムを有するエポキシコーティングをもたらす。しかしながら、この強固なフィルムは
、あまり耐久性が優れていない（損傷許容性があまり優れていない）。例えば、温度サイ
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クルは、エポキシコーティングおよび下層基材（例えば、金属タンク）の両方の熱膨張お
よび収縮によって、エポキシコーティングに著しいストレスを与えることがある。最終的
に、これらの構造の熱膨張および収縮は、エポキシコーティングの不具合をもたらす。さ
らに、コーティングへの衝撃またはコーティングの屈曲は、フィルムの完全性の不具合を
もたらし得る。
【００９３】
　エポキシコーティングとは対照的に本開示のコーティング層は、優れた酸および塩基抵
抗、金属基材への良好な接着力、ならびに良好な可撓性を有するコーティング層を提供す
る。例えば、実施例の章において提供されるように、本開示のコーティング組成物で形成
されるコーティング層は、金属基材への良好な接着力を維持しながら、５０℃～－７８．
５℃の多くの熱サイクルに耐えることができる。結果として、本開示のコーティング組成
物から形成されたコーティング層は、他の用途よりも、タンクライナーとして、またはパ
イプコーティングとして有用であり得る。
【００９４】
　本明細書で考察されるように、本開示のコーティング組成物は、４０～８０重量パーセ
ント（重量％）の基剤ポリマーと、１０～３０重量％のポリマー安定剤と、５～１５重量
％のポリマーカップリング剤と、０～３５重量％のポリマー性能改善剤と、ポリマー安定
剤を部分的または完全に中和する中和剤と、流体媒体と、を含み、これらの重量％値は、
基剤ポリマー、ポリマーカップリング剤、ポリマー安定剤、および存在する場合、ポリマ
ー性能改善剤の総重量に基づく（本明細書において使用される場合、基剤ポリマー、ポリ
マーカップリング剤、ポリマー安定剤、および存在する場合、ポリマー性能改善剤のこの
総重量は、コーティング組成物の「固形分」と称され得る）。本明細書に提供される重量
％値は、コーティング組成物の固形分の総重量に基づき、かつ合計して１００重量％の値
になる。
【００９５】
　本明細書に提供されるように、本開示のコーティング層の利点は、その酸および塩基抵
抗、可撓性、ならびに様々な基材表面（例えば、特に、金属、エポキシ、ポリウレタン、
セメント表面）へのその接着力の組み合わせである。他の利点が、本明細書で考察される
。
【００９６】
　基剤ポリマー
　コーティング組成物は、４０～８０重量％の基剤ポリマーを含み、その重量％は、本明
細書で定義されるように、コーティング組成物の固形分の総重量に基づく。４０～８０重
量％のすべての個別の値および部分的範囲が、本明細書中に包含され、本明細書において
開示され、例えば、その重量％は、４０、４５、または５０重量％の下限から、７０、７
５、または８０重量％の上限であり得る。例えば、コーティング組成物は、コーティング
組成物の固形分の総重量に基づいて、４０～７５重量％、または４０～７０重量％、また
は４５～８０重量％、または４５～７５重量％、または４５～７０重量％、または５０～
８０重量％、または５０～７５重量％、または５０～７０重量％の基剤ポリマーを含み得
る。コーティング組成物は、少なくとも１つ以上の基剤ポリマーを含み得る。例えば、コ
ーティング組成物は、本明細書で考察されるように、２つ以上の基剤ポリマーを含み得る
。そのため、本明細書において使用される場合、「基剤ポリマー」または「基剤ポリマー
」は、「２つ以上の基剤ポリマー」で置換えられてもよい。
【００９７】
　基剤ポリマーは、非官能化エチレンポリマー、非官能化プロピレンポリマー、非官能化
プロピレン／エチレンコポリマー、およびそれらの組み合わせから成る群から選択され得
る。例えば、基剤ポリマーは、本明細書で考察される非官能化ポリマーのうちの２つ以上
を含み得る。本明細書において使用される場合、「非官能化」とは、ポリマー上の反応性
極性基の不在を意味する。
【００９８】
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　非官能化エチレンポリマーは、ポリエチレン、エチレン－コポリマー、およびそれらの
組み合わせから成る群から選択され得る。エチレン－コポリマーの例としては、非官能化
プロピレン／エチレンコポリマーが挙げられる。プロピレン／エチレンコポリマーは、プ
ロピレン－エチレン交互コポリマーを含み得る。このような非官能化エチレンポリマーお
よび非官能化プロピレン／エチレンコポリマーの例としては、ＶＥＲＳＩＦＹ（商標）Ｄ
Ｐ－４０００．０１、すべてＴｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから入
手可能であるＶＥＲＳＩＦＹ（商標）４２００、ＶＥＲＳＩＦＹ（商標）４０００、ＶＥ
ＲＳＩＦＹ（商標）３２００、ＶＥＲＳＩＦＹ（商標）３０００、およびＶＥＲＳＩＦＹ
（商標）３３００、Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手可能で
あるＥＮＧＡＧＥ（商標）８４０７、Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎ
ｙから入手可能であるＩＮＦＵＳＥ（商標）９８０７、Ｖｉｓｔａｍａｘｘ（商標）プロ
ピレン系エラストマー（ＥｘｘｏｎＭｏｂｉｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌから入手可能である）
、限定されないが、すべてＴｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手
可能であるＤＭＤＡ－８００７　ＮＴ　７（溶融指数８．３、密度０．９６５）、ＤＭＤ
Ｃ－８９１０　ＮＴ　７（溶融指数１０、密度０．９４３）、ＤＭＤＡ－１２１０　ＮＴ
　７（溶融指数１０、密度０．９５２）、ＨＤＰＥ　１７４５０Ｎ（溶融指数１７、密度
０．９５０）、ＤＭＤＡ－８９２０　ＮＴ　７（溶融指数２０、密度０．９５４）、ＤＭ
ＤＡ　８９４０　ＮＴ　７（溶融指数４４、密度０．９５１）、ＤＭＤＡ－８９５０　Ｎ
Ｔ　７（溶融指数５０、密度０．９４２）、ＤＭＤＡ－８９６５－ＮＴ　７（溶融指数６
６、密度０．９５２）、ＤＭＤＡ－８９４０　ＨＤＰＥ（およそ４０～４８ｇ／１０分の
溶融指数）などの市販の高密度ポリエチレンが挙げられるが、これらに限定されない。
【００９９】
　また、例となる非官能化エチレンポリマーとしては、例えば、米国特許第３，６４５，
９９２号に記載される均一ポリマー、例えば、米国特許第４，０７６，６９８号に記載さ
れる高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）、不均一に分岐した線状低密度ポリエチレン（ＬＬ
ＤＰＥ）、不均一に分岐した線状超低密度ポリエチレン（ＵＬＤＰＥ）、均一に分岐した
線状エチレン／α－オレフィンコポリマー、例えば、米国特許第５，２７２，２３６号お
よび同第５，２７８，２７２号に開示されるプロセスによって調製することができる均一
に分岐した実質的に線状のエチレン／α－オレフィンポリマー、（それらの開示は、参照
により本明細書に組み込まれる）、ならびに低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）またはエチ
レンビニルアセテートポリマー（ＥＶＡ）などの高圧フリーラジカル重合エチレンポリマ
ーおよびコポリマーも挙げられ得る。非官能化エチレンポリマーは、１００℃～２３０℃
の結晶融点を有する。結晶融点が熱量測定によって測定される、他の値が可能である。
【０１００】
　非官能化プロピレンポリマーの例としては、６Ｄ４３ポリプロピレン（Ｂｒａｓｋｅｍ
から入手可能）が挙げられ得るが、これらに限定されない。概して、非官能化プロピレン
ポリマーは、実質的にアイソタクティックなプロピレン配列を有するものと特徴付けられ
得る。「実質的にアイソタクティックなプロピレン配列」は、１３Ｃ　ＮＭＲによって測
定された、約０．８５超、代替例では約０．９０超、別の代替例では約０．９２超、別の
代替例では約０．９３超のアイソタクティックな三連構造（ｍｍ）を、配列が有すること
を意味する。アイソタクティックな三連構造は当技術分野において周知であり、例えば、
米国特許第５，５０４，１７２号および国際公開第ＷＯ００／０１７４５号に開示されて
おり、これらは、１３Ｃ　ＮＭＲスペクトルによって決定されるコポリマー分子鎖内の三
連構造単位の観点から、アイソタクティックな配列に言及している。
【０１０１】
　基剤ポリマーの他の例としては、エチレンエチルアクリレートコポリマー、エチレンメ
チルメタクリレート、エチレンブチルアクリレート、およびそれらの組み合わせが挙げら
れるが、これらに限定されない。
【０１０２】
　基剤ポリマーは、ＡＳＴＭ　Ｄ９７２によって測定される少なくとも０．８８グラム／
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モルの密度を有し得る。具体的な例としては、０．８８グラム／モル～１．０グラム／モ
ルまたは０．８８グラム／モル～０．９８グラム／モルが挙げられるが、これらに限定さ
れない。基剤ポリマーは、Ｄｉｆｆｅｒｅｎｔｉａｌ　Ｓｃａｎｎｉｎｇ　Ｃａｌｏｒｉ
ｍｅｔｒｙ（ＤＳＣ）を使用して測定される少なくとも１００℃の結晶融点を有する。
【０１０３】
　ポリマー安定剤
　コーティング組成物は、コーティング組成物の形成時に、安定した分散液の形成を促進
するためのポリマー安定剤をさらに含む。ポリマー安定剤は、好ましくは、外部安定剤で
あり得る。コーティング組成物は、本明細書で定義されるように、コーティング組成物の
固形分の総重量に基づいて、１０～３０重量％のポリマー安定剤を含む。コーティング組
成物はまた、本明細書で定義されるように、コーティング組成物の固形分の総重量に基づ
いて、５～５０重量％のポリマー安定剤も含む。５～５０重量％のすべての個別の値およ
び部分的範囲が、本明細書中に包含され、本明細書において開示され、例えば、その重量
％は、５、１０、または１５重量％の下限から、３０、４０、または５０重量％の上限で
あり得る。例えば、コーティング組成物は、コーティング組成物の固形分の総重量に基づ
いて、５～４０重量％、または５～３０重量％、または１０～３０重量％、または１０～
４０重量％、または１０～５０重量％、または１５～３０重量％、または１５～４０重量
％または１５～５０重量％のポリマー安定剤を含み得る。コーティング組成物はまた、コ
ーティング組成物の固形分の総重量に基づいて、２０～２４重量％のポリマー安定剤も含
み得る。
【０１０４】
　ポリマー安定剤は、１００またはそれ以上、１１０を超える、またはいくつかの実施形
態に関しては、１４０を超える酸価を有し得る。ポリマー安定剤は、極性ポリマー、例え
ば、コモノマーまたはグラフト化モノマーのいずれかとして極性基を含むものであり得る
。いくつかの実施形態では、ポリマー安定剤は、１つ以上の極性ポリオレフィン、例えば
、コモノマーまたはグラフト化モノマーのいずれかとして極性基を有するものを含み得る
。酸価（滴定によって測定される際、酸官能基を中和するために必要なｍｇ　ＫＯＨ／ｇ
ポリマー内のＫＯＨの量）は、ＡＳＴＭ　Ｄ－１３８６に従って測定することができる。
【０１０５】
　ポリマー安定剤の例としては、１０重量％～２５重量％の範囲の官能基を有するエチレ
ン－アクリル酸およびエチレン－メタクリル酸コポリマーが挙げられるが、これらに限定
されない。官能基値（樹脂の重量パーセントとして表される官能性モノマーの量）は、Ａ
ＳＴＭ　Ｄ　４０９４または同等物によって決定することができる。このようなポリマー
安定剤の例としては、ともにＴｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから市
販されている、ＰＲＩＭＡＣＯＲ（商標）５９８０ｉまたはＰＲＩＭＡＣＯＲ（商標）５
９９０ｉなどのＰＲＩＭＡＣＯＲ（商標）の商品名で入手可能なもの、Ｅ．Ｉ．ＤｕＰｏ
ｎｔ　ｄｅ　Ｎｅｍｏｕｒｓから市販されているＮＵＣＲＥＬ（商標）、およびＥｘｘｏ
ｎＭｏｂｉｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから市販されているＥＳＣＯＲ（商標
）、ならびに米国特許第４，５９９，３９２号、同第４，９８８，７８１号、および同第
５，９３８，４３７号に記載されているものが挙げられ、そのそれぞれが、参照により全
体として本明細書に組み込まれる。また、他のエチレン－カルボン酸コポリマーを使用し
てもよい。当業者であれば、いくつかの他の有用なポリマーを使用してもよいことを理解
するであろう。例としては、ＣＥＲＡＭＥＲ　１６０８などのＢａｋｅｒ－Ｈｕｇｈｅｓ
　Ｃｏｍｐａｎｙの商品名ＣＥＲＡＭＥＲおよびＣｈｅｖｒｏｎ－Ｐｈｉｌｌｉｐｓ　Ｃ
ｏｍｐａｎｙのＰＡ－１８ポリ無水物コポリマーの製品が挙げられる。
【０１０６】
　ポリマーカップリング剤
　コーティング組成物は、ポリマーカップリング剤をさらに含む。ポリマーカップリング
剤は、コーティング組成物の形成を補助することができ、例えば、より均一な分散液を提
供すること、および／または硬化コーティング組成物の特性を改善することを補助し得る
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。コーティング組成物は、本明細書で定義されるように、コーティング組成物の固形分の
総重量に基づいて、５～１５重量％のポリマーカップリング剤を含む。５～１５重量％の
すべての個別の値および部分的範囲が、本明細書中に包含され、本明細書において開示さ
れ、例えば、その重量％は、５または６重量％の下限から、８、９、または１５重量％の
上限であり得る。例えば、コーティング組成物は、コーティング組成物の固形分の総重量
に基づいて、５～８重量％、または５～９重量％、または５～１５重量％、または６～８
重量％、または６～９重量％、または６～１５重量％のポリマーカップリング剤を含み得
る。
【０１０７】
　ポリマーカップリング剤は、１５０℃において８００００センチポイズ（ｃＰ）未満、
１５０℃において４００００ｃＰ未満、１５０℃において２００００ｃＰ未満、またはい
くつかの実施形態については、１５０℃において１００００ｃＰ未満の溶融粘度を有し得
る。溶融粘度は、例えば、Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ回転式粘度計を使用するワックス粘度の
測定法である、ＤＩＮ　５３０１９またはＡＳＴＭ　Ｄ－１９８６によって決定すること
ができる。いくつかの実施形態について、ポリマーカップリング剤は１００未満の酸価を
有し得る。
【０１０８】
　ポリマーカップリング剤は、修飾された、例えば、官能化ポリオレフィンなどの官能化
されたポリマーを含み得る。例えば、ポリマーカップリング剤は、官能化ポリプロピレン
、官能化ポリエチレンホモポリマー、カルボン酸基で修飾されたコポリマー、無水物基で
修飾されたコポリマー、およびそれらの組み合わせから成る群から選択され得る。ポリマ
ーカップリング剤はまた、反応性極性基を有する低分子量化合物から選択され得る。ポリ
マーカップリング剤の例としては、修飾オレフィンポリマーが挙げられるが、これらに限
定されない。修飾オレフィンポリマーは、プロピレン－無水マレイン酸グラフトコポリマ
ーなどのグラフトコポリマーおよび／またはブロックコポリマーを含み得る。ポリマーを
修飾することができる群の例としては、酸無水物、カルボン酸、カルボン酸誘導体、一級
および二級アミン、ヒドロキシル化合物、オキサゾリンおよびエポキシド、およびイオン
性化合物、ならびにこれらの組み合わせが挙げられるが、これらに限定されない。
【０１０９】
　ポリマーを修飾することができる群の具体的な例としては、不飽和環式無水物およびそ
れらの脂肪族ジエステル、ならびに二酸誘導体が挙げられるが、これらに限定されない。
例えば、無水マレイン酸、ならびにＣ１－Ｃ１０直鎖および分枝鎖ジアルキルマレアート
、Ｃ１－Ｃ１０直鎖および分枝鎖ジアルキルフマレート、無水イタコン酸、Ｃ１－Ｃ１０

直鎖および分枝鎖イタコン酸ジアルキルエステル、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、
ならびにこれらの組み合わせから選択される化合物。ポリマーカップリング剤の市販の例
としては、ＬＩＣＯＣＥＮＥ（登録商標）６４５２（例えば、ＬＩＣＯＣＥＮＥ（登録商
標）ＰＰ　ＭＡ　６４５２）およびＬＩＣＯＣＥＮＥ（登録商標）４３５１（例えば、Ｌ
ＩＣＯＣＥＮＥ（登録商標）ＰＥ　ＭＡ　４３５１）などの、Ｃｌａｒｉａｎｔ　Ｃｏｒ
ｐｏｒａｔｉｏｎからＬＩＣＯＣＥＮＥ（登録商標）またはＬＩＣＯＬＵＢＥ（登録商標
）の商品名で入手可能なポリマー、エチレン無水マレイン酸コポリマーであるＡＣ－５７
５（商標）ならびに高密度酸化ポリエチレンであるＡＣ－３９２（商標）およびＡＣ－３
９５（商標）などの、Ｈｏｎｅｙｗｅｌｌ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎからの商品名Ａ－Ｃ
（商標）Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　Ａｄｄｉｔｉｖｅｓのポリマー、Ｂａｋｅｒ－Ｈｕｇ
ｈｅｓ　Ｃｏｍｐａｎｙからの商品名ＣＥＲＡＭＥＲの製品、ＥｘｘｏｎＭｏｂｉｌ　Ｃ
ｈｅｍｉｃａｌ　ＣｏｍｐａｎｙのＥＸＸＥＬＯＲ（商標）ならびにＷｅｓｔｌａｋｅ　
Ｃｈｅｍｉｃａｌ　ＣｏｍｐａｎｙのＥｐｏｌｅｎｅが挙げられるが、これらに限定され
ない。
【０１１０】
　ポリマー性能改善剤
　コーティング組成物は、ポリマー性能改善剤をさらに含む。ポリマー性能改善剤は、い
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くつかのコーティング用途にとって望ましい、コーティングされた物品の特定の外観特性
ならびに特定の機械的および化学的耐性特性などの、特定の性能特質を同時に提供するこ
とを補助することができる。コーティング組成物は、本明細書で定義されるように、コー
ティング組成物の固形分の総重量に基づいて、０～３５重量％のポリマー性能改善剤を含
む。０～３５重量％のすべての個別の値および部分的範囲が、本明細書中に包含され、本
明細書において開示され、例えば、その重量％は、０、５、または１０重量％の下限から
、１５、２０、または３５重量％の上限であり得る。例えば、コーティング組成物は、コ
ーティング組成物の固形分の総重量に基づいて、０～１５重量％、または０～２０重量％
、または０～３５重量％、または５～１５重量％、または５～２０重量％、または５～３
５重量％、または１０～１５重量％、または１０～２０重量％、または１０～３５重量％
のポリマー性能改善剤を含み得る。
【０１１１】
　ポリマー性能改善剤は、６０未満、５０未満、またはいくつかの実施形態については、
４２未満の酸価を有し得る。酸価は、例えばＡＳＴＭ　Ｄ－１３８６によって決定するこ
とができる。酸価は、滴定によって測定されたときに酸官能基を中和するために必要なｍ
ｇ　ＫＯＨ／ｇポリマー内のＫＯＨの量を指す場合がある。あるいは、パーセント官能基
は、Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ　Ｉｎｆｒａｒｅｄ　Ｓｐｅｃｔｒｏｓｃｏｐ
ｙ（ＦＴＩＲ）によって決定することができる。
【０１１２】
　ポリマー性能改善剤は、１００未満、７０未満、またはいくつかの実施形態については
、３０未満の溶融指数値を有し得る。溶融指数値は、例えば、ＡＳＴＭ　Ｄ－１２３８に
よって決定することができる。本明細書において使用される場合、溶融指数値は、例えば
、ポリエチレン系ポリマーについては１９０℃および２．１６ｋｇの荷重、ならびにポリ
プロピレン系ポリマーについては２３０℃および２．１６ｋｇのプランジャー荷重を有す
る、加熱されたシリンジを通過する、ｄｇ／分（またはｇ／１０分）におけるポリマー溶
融物の量として定義することができる。
【０１１３】
　本開示の実施形態は、ポリマー性能改善剤が、官能化ポリエチレン、官能化ポリプロピ
レン、エチレンおよびプロピレンの非官能化コポリマー、ならびにそれらの組み合わせか
ら成る群から選択され得ることを規定する。官能化ポリエチレンの例としては、高密度ポ
リエチレンなどの無水マレイン酸官能化ポリエチレンが挙げられるが、これらに限定され
ない。無水マレイン酸官能化ポリエチレンコポリマー、ターポリマー、およびブレンド物
を使用してもよい。グラフト化または他の反応法によって、無水マレイン酸官能基をポリ
マー内に組み込むことができる。グラフト化の際、無水マレイン酸組み込みのレベルは、
典型的に、ポリマーの重量に基づいて、３重量パーセントを下回る。無水マレイン酸官能
化ポリエチレンの市販の例としては、特に、Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍ
ｐａｎｙから入手可能な、ＡＭＰＬＩＦＹ（商標）ＧＲ－２０４などのＡＭＰＬＩＦＹ（
商標）の商品名で入手可能なものが挙げられる。Ａｍｐｌｉｆｙ　ＧＲ－２０４は、２，
５－フランジオン修飾エチレン／ヘキセン－１ポリマーである。無水マレイン酸官能化ポ
リエチレンの他の例は、特に、ＦＵＳＡＢＯＮＤ（商標）Ｅ－１００、ＦＵＳＡＢＯＮＤ
（商標）Ｅ－１５８、ＦＵＳＡＢＯＮＤ（商標）Ｅ２６５、ＦＵＳＡＢＯＮＤ（商標）Ｅ
５２８、ＦＵＳＡＢＯＮＤ（商標）Ｅ－５８９、ＦＵＳＡＢＯＮＤ（商標）Ｍ－６０３な
どの、Ｅ．Ｉ．ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎｅｍｏｕｒｓ　ａｎｄ　Ｃｏｍｐａｎｙから入
手可能なＦＵＳＡＢＯＮＤ（商標）の商品名で入手可能であり、他の無水マレイン酸グラ
フト化ポリエチレンポリマー、コポリマー、およびターポリマーは、特に、ＰＯＬＹＢＯ
ＮＤ（商標）３００９およびＰＯＬＹＢＯＮＤ（商標）３０２９などのＣｈｅｍｔｕｒａ
から入手可能なＰＯＬＹＢＯＮＤ（商標）、特にＯＲＥＶＡＣ（商標）１８５１０Ｐなど
のＡＲＫＥＭＡから入手可能なＯＲＥＶＡＣ（商標）、ＰＬＥＸＡＲ（商標）ＰＸ－２０
４９などのＬｙｏｎｄｅｌｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　ＣｏｍｐａｎｙのＰＬＥＸＡＲ（商標
）、また、ＹＰＡＲＥＸ　８３０５などのＢ．Ｖ．ＤＳＭ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　Ｐ
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ｌａｓｔｉｃｓからＹＰＡＲＥＸの商品名で入手可能な等級、ならびにＥｘｘｅｌｏｒ（
商標）ＰＥ　１０４０などのＥＸＸＥＬＯＲ（商標）の商品名で入手可能なポリマーを含
み得る。他の例としては、ＡＲＫＥＭＡから入手可能なエチレン、アクリルエステル、お
よび無水マレイン酸のランダムターポリマーであるＬＯＴＡＤＥＲ　４２１０が挙げられ
る。グリシジルメタクリレートで官能化された追加のポリエチレンを使用してもよい。ポ
リマー性能改善剤の他の例としては、すべてＴｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍ
ｐａｎｙから入手可能なＶＥＲＳＩＦＹ（商標）４２００、ＶＥＲＳＩＦＹ（商標）４０
００、ＶＥＲＳＩＦＹ（商標）３２００、ＶＥＲＳＩＦＹ（商標）３０００、およびＶＥ
ＲＳＩＦＹ（商標）３３００などの、ＶＥＲＳＩＦＹ（商標）の商品名で入手可能な非官
能化ポリマーが挙げられる。
【０１１４】
　中和剤
　ポリマー安定剤の酸基は、中和剤で部分的または完全に中和され得る。ある特定の実施
形態では、安定剤の中和は、モル基準で２５～２００パーセントであり得、または代替例
では、モル基準で５０～１６５パーセントであり得、または代替例では、モル基準で５０
～１５０パーセントであり得、または代替例では、モル基準で５０～１２０パーセントで
あり得る。
【０１１５】
　好適な中和剤の例には、揮発性塩基が挙げられる。本明細書において使用される場合、
揮発性塩基は、１００℃～２００℃の範囲の温度で、１気圧の範囲の圧力で、蒸発（液体
から気体または蒸気への変換）され得る塩基である。このような揮発性塩基の例としては
、Ｎ，Ｎ－ジメチルエタノールアミン、アンモニア、ヒドラジン、メチルアミン、エチル
アミン、ジエチルアミン、トリエチルアミン、イソブチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジイソプロピ
ルエチルアミン、モルホリン、ピペラジン、エチレンジアミン、および１，４－ジアザビ
シクロ［２．２．２］オクタン）が挙げられるが、これらに限定されない。コーティング
層の形成の際の揮発性塩基の蒸発は、酸形態へ戻るポリマー安定剤の官能基をもたらし、
基材の表面へのコーティング層の接着の促進を補助することができる。
【０１１６】
　他の中和剤としては、例えば、モノエタノールアミンなどのアミンまたは２－アミノ－
２－メチル－１－プロパノール（ＡＭＰ）を挙げることができる。本明細書で開示される
実施形態において有用なアミンとしては、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン、
およびＴＲＩＳ　ＡＭＩＮＯ（商標）（それぞれ、Ａｎｇｕｓから入手可能）、ＮＥＵＴ
ＲＯＬ（商標）ＴＥ（ＢＡＳＦから入手可能）、ならびにトリイソプロパノールアミンお
よびジイソプロパノールアミン（それぞれ、Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍ
ｐａｎｙから入手可能）が挙げられ得る。他の有用なアミンとしては、ジメチルアミン、
トリメチルアミン、モノ－ｎ－プロピルアミン、ブチルアミン、ジブチルアミン、トリブ
チルアミン、ジメチルベンジルアミン、ジメチルｎ－プロピルアミン、Ｎ－メタノールア
ミン、Ｎ－アミノエチルエタノールアミン、Ｎ－メチルジエタノールアミン、モノイソプ
ロパノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルプロパノールアミン、２－アミノ－２－メチル－１
－プロパノール、１，２－ジアミノプロパン、トリス（ヒドロキシメチル）－アミノメタ
ン、エチレンジアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’Ｎ’－テトラキス（２－ヒドロキシルプロピル）エ
チレンジアミン、３－メトキシプロピルアミン、イミノビス－プロピルアミンなどが挙げ
られ得る。いくつかの実施形態では、アミンの混合物またはアミンおよび界面活性剤の混
合物を使用することができる。１つの実施形態では、中和剤は、ポリマーアミン、例えば
、ジエチレントリアミンであり得る。当業者であれば、適切な中和剤の選択が配合される
特定の組成物によって左右されること、およびこのような選択が、当業者が備えている知
識の範囲内であることを理解するであろう。１つの実施形態では、２５０℃未満の沸点を
有するアミンが中和剤として使用され得る。
【０１１７】
　流体媒体
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　コーティング組成物は、流体媒体をさらに含む。流体媒体は、例えば、水であってもよ
く、または代替例では、流体媒体は、水と１つ以上の有機溶媒との混合物、例えば、１つ
以上の水混和性溶媒もしくは１つ以上の水非混和性溶媒、またはそれらの組み合わせであ
ってもよい。本開示のコーティング組成物は、コーティング組成物の総重量に基づいて、
１５～９９重量パーセントの流体媒体を含む。具体的な実施形態では、流体媒体含有量は
、コーティング組成物の総重量に基づいて、３０～８０体積パーセント、または代替例で
は、３５～７５体積パーセント、または代替例では、４０～７０体積パーセントの範囲で
あり得る。
【０１１８】
　コーティング組成物の流体媒体含有量は、好ましくは、固形分（基剤ポリマー（複数可
）、ポリマー安定剤（複数可）、ポリマーカップリング剤、および任意にポリマー性能改
善剤（複数可））が、コーティング組成物の１５重量パーセント～９９重量パーセントで
あるように制御され得る。具体的な実施形態では、固形分範囲は、コーティング組成物の
１５重量パーセント～８５重量パーセントであり得る。他の具体的な実施形態では、固形
分範囲は、コーティング組成物の３０重量パーセント～８０重量パーセントであり得る。
他の具体的な実施形態では、固形分範囲は、コーティング組成物の３５重量パーセント～
７５重量パーセントである。ある特定の他の実施形態では、固形分範囲は、コーティング
組成物の４０重量パーセント～７０重量パーセントである。
【０１１９】
　本開示のコーティング組成物は、任意に、ＰＣＴ公開第ＷＯ／２０１１／０１１７０７
号に記載されるものなどの１つ以上の架橋剤とブレンドされてもよい。これらの架橋剤は
、性質が有機または無機（すなわち、亜鉛ナノ粒子）であり得る。本開示のコーティング
組成物はまた、任意に、アクリルラテックス、ビニルアクリルラテックス、スチレンアク
リルラテックス、ビニルアセテートエチレンラテックス、およびそれらの組み合わせなど
の１つ以上の結合剤組成物、任意に１つ以上の充填剤、触媒、湿潤剤、消泡剤、フロー剤
、離型剤、スリップ剤、ブロッキング防止剤、硫黄染色をマスクするための添加剤、顔料
湿潤／分散剤、沈降防止剤、ＵＶ安定剤、接着促進剤などの任意に１つ以上の添加剤、脂
肪酸エステル蝋、シリコン系蝋、フッ素系蝋、ポリエチレンまたはあらゆる他の類似ポリ
オレフィン蝋、カルナバ蝋、ラノリン蝋などの任意に１つ以上の潤滑剤、アルミニウムお
よび亜鉛などの任意に１つ以上の腐食防止剤：任意に１つ以上の顔料、例えば、二酸化チ
タン、硫酸バリウム、雲母、炭酸カルシウム、シリカ、酸化亜鉛、粉砕ガラス、アルミニ
ウム三水和物、タルク、三酸化アンチモン、飛散灰、および粘土など、任意に１つ以上の
共溶剤、例えば、グリコール、グリコールエーテル、２，２，４－トリメチル－１，３－
ペンタンジオールモノイソブチレート、アルコール、ミネラルスピリット、芳香族溶媒、
およびベンゾエートエステルなど、任意に１つ以上の分散剤、例えば、アミノアルコール
およびポリポリカルボキシレート、任意に１つ以上の界面活性剤、任意に１つ以上の保存
剤、例えば、殺生物剤、防カビ剤、殺菌剤、殺藻剤、およびそれらの組み合わせ、任意に
１つ以上の増粘剤、例えば、ヒドロキシエチルセルロースなどのセルロース系増粘剤、疎
水性修飾アルカリ溶解性乳剤（ＵＣＡＲ　ＰＯＬＹＰＨＯＢＥ　ＴＲ－１１６などのＨＡ
ＳＥ増粘剤）、および疎水性修飾エトキシ化ウレタン増粘剤（ＨＥＵＲ）、または任意に
１つ以上の追加の中和剤、例えば、ヒドロキシド、アミン、アンモニア、およびカーボネ
ート、任意に１つ以上の溶媒もしくは融合助剤とブレンドされてもよい。
【０１２０】
　さらに、コーティング組成物は、１つ以上の分散液、乳剤、懸濁液、コロイド懸濁液な
どとブレンドされ得る。
【０１２１】
　コーティング組成物は、当業者に理解されるいくつもの方法によって形成することがで
きる。分散装置は、バッチ式、セミバッチ式、または連続方式で動作させることができる
。分散液中で使用される混合器の例としては、ローター固定子、マイクロフルイダイザー
、高圧ホモジナイザー、超音波、衝突噴流、Ｃｏｗｌｅｓブレード、遊星形混合器、およ
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び押出機などの溶融混練装置が挙げられる。
【０１２２】
　１つの実施形態では、基剤ポリマーおよびポリマー安定剤は、押出機内で流体媒体（例
えば、水）および任意に中和剤とともに溶融混練され、分散液を形成する。別の実施形態
では、基剤ポリマーおよびポリマー安定剤は、化合され、次いで、流体媒体（例えば、水
）および任意に中和剤の存在下で、押出機内で溶融混練され、それにより、分散液を形成
する。いくつかの実施形態では、分散液は、まず、１～２０重量％、例えば、１～５重量
％または１～３重量％の流体媒体を含有するように希釈され、次に続いて、２５重量％を
超える流体媒体を含むようにさらに希釈される。１つの実施形態では、さらなる希釈は、
本明細書に提供されるように水および／または溶媒によって実現され得る。
【０１２３】
　当技術分野で既知の溶融混練方法が使用され得る。いくつかの実施形態では、混練機、
ＢＡＮＢＵＲＹ（登録商標）混合器、単軸押出機、または多軸押出機、例えば、二軸押出
機が使用される。好適な押出機システムの一例は、「Ｅｘｔｒｕｄｅｒ　Ｓｃｒｅｗ」と
題されたＰＣＴ公開第ＷＯ２０１１／０６８５２５号に提供されており、それは参照によ
り本明細書に組み込まれる。
【０１２４】
　本開示に従ってコーティング組成物を生成するためのプロセスは、特に制限されない。
例えば、ある特定の実施形態において、押出機、例えば、二軸押出機は、背圧調節器、溶
融ポンプ、またはギアポンプと連結される。例となる実施形態はまた、中和剤貯蔵器およ
び初期流体媒体貯蔵器も提供し、そのそれぞれはポンプを含む。所望の量の中和剤および
初期流体媒体が、それぞれ、中和剤貯蔵器および初期流体媒体貯蔵器から提供される。任
意の好適なポンプを使用することができ、いくつかの実施形態では、例えば、２４０バー
ルの圧力で１分当たり約１５０立方センチメートル（ｃｃ／分）の流量を提供するポンプ
を使用して、中和剤および初期流体媒体を押出機に提供する。他の実施形態では、注液ポ
ンプは、２００バールで３００ｃｃ／分または１３３バールで６００ｃｃ／分の流量を提
供する。いくつかの実施形態では、中和剤および初期流体媒体は、予熱器内で予熱される
。
【０１２５】
　ペレット、粉末、または薄片の形態の基剤ポリマーが、供給機から押出機の注入口に供
給され、ここで、基剤ポリマーが溶融または化合される。ポリマー安定剤、ポリマーカッ
プリング剤、およびポリマー性能改善剤はまた、供給機を介して基剤ポリマーと同時に押
出機中に供給されてもよく、または代替例では、ポリマー安定剤は、基剤ポリマーに化合
され、次いで、供給機を介して押出機中に供給されてもよい。代替例では、ポリマー安定
剤は、乳化区画が基剤ポリマーを含む溶融化合物になる前に、注入口を介して計量されて
もよい。いくつかの実施形態では、ポリマー安定剤は、基剤ポリマーとともに添加され、
他の実施形態では、ポリマー安定剤は、二軸押出機に別々に提供される。次いで、溶融さ
れたポリマーは、押出機の混合および搬送区画から乳化区画に送達され、ここで、流体媒
体および中和剤貯蔵器からの初期量の流体媒体および中和剤が注入口を通して添加される
。いくつかの実施形態では、ポリマーカップリング剤およびポリマー性能改善剤は、追加
的または排他的に流体媒体の流れに添加され得る。
【０１２６】
　いくつかの実施形態では、さらなる流体媒体が、流体媒体注入口を介して、流体媒体貯
蔵器から押出機の希釈区画および冷却区画へ添加され得る。典型的には、分散液は、冷却
区画において、少なくとも３０重量パーセントの流体媒体に希釈される。さらに、希釈混
合物は、所望の希釈水準が達成されるまで、複数回希釈されてもよい。いくつかの実施形
態では、分散液は、押出機から出た後、好適な熱交換器の使用によってさらに冷却される
。他の実施形態では、流体媒体は、二軸押出機ではなくむしろ、溶融物が押出機から出た
後に、その樹脂溶融物を含有する流れに添加される。この方法では、押出機内の蒸気圧力
（例えば、蒸気圧）の蓄積が排除され、ローター固定子混合器などの二次混合装置内で水
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性分散液が形成される。
【０１２７】
　別の実施形態では、コーティング組成物は、溶融混練押出機を使用せずに、連続高剪断
混合器において形成することができる。この実施形態では、１つ以上の液体または溶融し
た基剤ポリマーを含む第１の流れが、好適な液体ポンプ、例えば、シリンジポンプ、ギア
ポンプ、またはプログレッシブキャビティポンプから連続高剪断混合器に供給される。第
１の流れは、第１の導管を通して流れ、連続して、第２の導管を通して流れる流体媒体を
含有する第２の流れと合流する。第１の流れおよび第２の流れは、ポリマー安定剤、ポリ
マーカップリング剤、およびポリマー性能改善剤ならびに中和剤の存在下で、分散機内に
合流する。薬剤は、第１の流れもしくは第２の流れのいずれかに、または別の流れとして
、添加することができる。流体媒体（例えば、水）を含む第３の流れが、分散機から下流
に添加されてもよい。流れの流速を調節し、所望の量のポリマー相および固形分率を有す
る分散液を得る。分散機は、いくつかの連続インライン混合器のうちのいずれか、例えば
、ＩＫＡ高剪断混合器、Ｏａｋｅｓローター固定子混合器、Ｒｏｓｓ混合器、Ｓｉｌｖｅ
ｒｓｏｎ混合器、または遠心ポンプであり得る。分散機の回転毎分（ｒｐｍ）設定を使用
して、分散液中の分散された疎水相の粒径の制御を補助することができる。系は、ポンプ
操作のために好適な粘度でポリマーおよび中和剤成分を提供するように加熱されてもよい
。蒸気形成は、プロセスの出口付近で背圧調整器、ギアポンプ、計量ポンプ、または他の
好適な装置を使用して、圧力を制御することにより、低減される。いくつかの実施形態で
は、分散液は、分散機から出た後、好適な熱交換器の使用によってさらに冷却される。
【０１２８】
　別の実施形態では、コーティング組成物は、高剪断混合器を使用するバッチまたはセミ
バッチプロセスで形成することができ、混合器は、例えば、蒸気形成を低減させるために
、例えば、加圧タンク内に配置され得る。分散液のすべてまたは少なくとも一部分は、プ
ロセス中にタンクから除去され、好適な熱交換器の使用によって、任意に冷却される。
【０１２９】
　コーティング組成物の調製時に、任意に１つ以上の充填剤、触媒、架橋剤、湿潤剤、消
泡剤、フロー剤、離型剤、スリップ剤、ブロッキング防止剤、硫黄染色をマスクするため
の添加剤、顔料湿潤／分散剤、沈降防止剤、ＵＶ安定剤、接着促進剤などの任意に１つ以
上の添加剤、脂肪酸エステル蝋、シリコン系蝋、フッ素系蝋、ポリエチレンまたはあらゆ
る他の類似ポリオレフィン蝋、カルナバ蝋、ラノリン蝋などの任意に１つ以上の潤滑剤、
アルミニウムおよび亜鉛などの任意に１つ以上の腐食防止剤、任意に１つ以上の顔料、例
えば、二酸化チタン、雲母、炭酸カルシウム、硫酸バリウム、シリカ、酸化亜鉛、粉砕ガ
ラス、アルミニウム三水和物、タルク、三酸化アンチモン、飛散灰、および粘土など、任
意に１つ以上の染料、任意に１つ以上の共溶剤、例えば、グリコール、グリコールエーテ
ル、２，２，４－トリメチル－１，３－ペンタンジオールモノイソブチレート、アルコー
ル、ミネラルスピリット、およびベンゾエートエステルなど、任意に１つ以上の分散剤、
例えば、アミノアルコール、およびポリポリカルボキシレート、任意に１つ以上の界面活
性剤、任意に１つ以上の消泡剤、任意に１つ以上の保存剤、例えば、殺生物剤、防カビ剤
、殺菌剤、殺藻剤、およびそれらの組み合わせ、任意に１つ以上の増粘剤、例えば、ヒド
ロキシエチルセルロースなどのセルロース系増粘剤、疎水性修飾アルカリ溶解性乳剤（Ｕ
ＣＡＲ　ＰＯＬＹＰＨＯＢＥ　ＴＲ－１１６などのＨＡＳＥ増粘剤）、および疎水性修飾
エトキシ化ウレタン増粘剤（ＨＥＵＲ）、または任意に１つ以上の追加の中和剤、例えば
、ヒドロキシド、アミン、アンモニア、およびカーボネートが、コーティング組成物配合
物に添加され得るか、または代替例では、分散液配合プロセス後に分散液に添加され得る
。
【０１３０】
　コーティング組成物の調製時に、ポリマー安定剤もまた、分散液配合プロセス後に分散
液に添加され得る。
【０１３１】
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　任意に、基剤ポリマーの分散時に、別のポリマー分散液または乳剤が、分散液の水相の
一部分として使用されてもよい。例としては、アクリル、エポキシ、ポリエステル、ポリ
ウレタン、ポリオレフィン、ポリアミドなどを含有する分散液、乳剤、懸濁液、コロイド
懸濁液が挙げられるが、これらに限定されない。
【０１３２】
　コーティング組成物は、特に、例えば、金属コーティング、パイプコーティング、コイ
ルコーティング、タンクライナーコーティングにおいて、非鉄基材（すなわち、エポキシ
、ポリウレタン）上で、または金属基材へ直接使用され得る。本開示のコーティング層の
１つの利点は、その酸および塩基抵抗、可撓性、ならびに様々な基材表面（例えば、金属
、エポキシ、ポリウレタン、セメント基材）へのその接着力の組み合わせである。
【０１３３】
　このような基材表面の例としては、金属基材が挙げられるが、これらに限定されない。
金属基材としては、アルミニウムおよびアルミニウム合金、電解ブリキ板冷延低炭素軟鋼
（「ＥＴＰ」）、電解クロム／酸化クロム被コーティング冷延低炭素軟鋼（ＥＣＣＳ）、
および任意の他の事前処理鋼鉄が挙げられるが、これらに限定されない１つ以上の金属が
挙げられる。事前処理としては、初期腐食保護および改善した接着力などの理由のための
、リン酸、リン酸ジルコニウム、リン酸クロムなど、ならびにシランを用いる処理が挙げ
られるが、これらに限定されない。金属基材は、シート、切片、またはコイルを含み得る
。
【０１３４】
　金属基材は、１つ以上の事前コーティング組成物で事前にコーティングされてもよい。
このような事前コーティング組成物としては、任意に、１つ以上の樹脂結合剤、１つ以上
の樹脂架橋剤、１つ以上の溶媒、１つ以上の添加剤、および１つ以上の顔料が挙げられ得
るが、これらに限定されない。例となる樹脂結合剤としては、エポキシ、ポリエステル、
ポリウレタン、ポリビニルクロライドを含有するオルガノゾル／ビニル、フェノール、ア
ルキド、オレオレジン、アクリル樹脂などが挙げられるが、これらに限定されない。例と
なる架橋剤としては、フェノール－ホルムアルデヒド樹脂、尿素－ホルムアルデヒド、メ
ラミンホルムアルデヒド、ベンゾグアナミンホルムアルデヒドを含むが、これらに限定さ
れないアミノ－ホルムアルデヒド樹脂、無水物樹脂、ブロックされたイソシアネート樹脂
、ならびにエポキシ樹脂、エポキシ基含有ポリエステル、アクリル樹脂、ビニル樹脂など
を含むが、これらに限定されないエポキシ基含有樹脂が挙げられるが、これらに限定され
ない。
【０１３５】
　例となる溶媒および希釈剤としては、グリコールエーテル、アルコール、芳香族化合物
、例えば、芳香族炭化水素、ホワイトスピリット、分岐状ケトン、およびエステルが挙げ
られるが、これらに限定されない。例となる添加剤としては、触媒、潤滑剤、湿潤剤、消
泡剤、フロー剤、離型剤、スリップ剤、ブロッキング防止剤、硫黄染色をマスクするため
の添加剤、顔料湿潤／分散剤、沈降防止剤、ＵＶ安定剤、接着促進剤が挙げられるが、こ
れらに限定されない。顔料としては、二酸化チタン、酸化亜鉛、酸化アルミニウム、亜鉛
、およびアルミニウムが挙げられるが、これらに限定されない。
【０１３６】
　基材は、１つ以上の事前コーティングされた薄板組成物で事前にコーティングされても
よい。このような組成物は、例えば、ポリエチレン、エポキシ、ポリウレタン、ポリプロ
ピレン、またはポリエステル組成物を含み得、フィルム積層プロセスまたは溶融押出コー
ティングプロセスのいずれかにより、金属表面上に適用され得る。
【０１３７】
　金属基材に加えて、本開示のコーティング組成物はまた、特に、ポリマー表面（例えば
、ポリウレタン、硬化エポキシ）、セメント表面、セルロース系表面、鉱物系表面、およ
び／またはセラミック表面、ならびにそれらの組み合わせ上で使用することもできる。
【０１３８】
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　個々のコーティング層は、様々な方法を介して、例えば、例えば、ローラーコーティン
グ、スプレーコーティング、粉末コーティング、浸漬コーティング、電着塗装コーティン
グ、印刷、洗浄コーティング、フローコーティング、カーテンコーティングにより適用さ
れ得る。結果として生じるコーティング層の厚さは、０．０１マイクロメートル（μｍ）
～２５０μｍの範囲であり得る。０．０１μｍ～２５０μｍのすべての個々の値および部
分範囲は、本明細書中に包含され、本明細書において開示され、例えば、コーティング層
の厚さは、０．０１μｍ、０．０２μｍ、または０．０３μｍの下限から、１５０μｍ、
２００μｍ、または２５０μｍの上限であり得る。例えば、コーティング組成物は、０．
０１μｍ～１５０μｍ、または０．０１μｍ～２００μｍ、または０．０１μｍ～２５０
μｍ、または０．０２μｍ～１５０μｍ、または０．０２μｍ～２００μｍ、または０．
０２μｍ～２５０μｍ、または０．０３μｍ～１５０μｍ、または０．０３μｍ～２００
μｍ、または０．０３μｍ～２５０μｍを含み得る。１つ以上のコーティング層が、基材
に適用され得る。
【０１３９】
　金属基材の少なくとも１つの表面に適用されるコーティング組成物は、従来の乾燥方法
によって乾燥され、コーティング層を形成し得る。このような従来の乾燥方法としては、
空気乾燥、対流式オーブン乾燥、熱風乾燥、および／または赤外線オーブン乾燥が挙げら
れるが、これらに限定されない。金属基材の少なくとも１つの表面に適用されるコーティ
ング組成物は、例えば、基剤ポリマーの融点温度もしくはそれ以上の範囲の温度で乾燥さ
れ得るか、または代替例では、基剤ポリマーの融点未満の範囲の温度で乾燥され得る。
【０１４０】
　金属基材の少なくとも１つの表面に適用されるコーティング組成物は、１００℃～２３
０℃の範囲の温度で、約４０分未満、例えば、２０分未満、または１０分未満、または５
分未満、または２分未満、または１分未満、または２０秒未満にわたって、乾燥され得る
。１００℃～２３０℃のすべての個別の値および部分的範囲が、本明細書中に包含され、
本明細書において開示され、例えば、金属基材の少なくとも１つの表面に適用されるコー
ティング組成物は、１２０℃～２１０℃の範囲の温度で、約４０分未満、例えば、２０分
未満、もしくは１０分未満、もしくは５分未満、もしくは２分未満、もしくは１分未満に
わたって、乾燥され得るか、または代替例では、金属基材の少なくとも１つの表面に適用
されるコーティング組成物は、１４０℃～２００℃の範囲の温度で、約４０分未満、例え
ば、２０分未満、もしくは１０分未満、もしくは５分未満、もしくは２分未満、もしくは
１分未満の期間にわたって、乾燥され得る。
【０１４１】
　金属基材の少なくとも１つの表面に適用されるコーティング組成物の温度は、約４０分
未満の期間にわたって、基剤ポリマーの融点温度またはそれ以上の範囲の温度に上昇され
得る。約４０分未満のすべての個別の値および部分的範囲が、本明細書中に包含され、本
明細書において開示され、例えば、金属基材の少なくとも１つの表面に適用されるコーテ
ィング組成物の温度は、約２０分未満の期間にわたって、基剤ポリマーの融点温度もしく
はそれ以上の範囲の温度に上昇され得、または代替例では、金属基材の少なくとも１つの
表面に適用されるコーティング組成物の温度は、約５分未満の期間にわたって、基剤ポリ
マーの融点温度もしくはそれ以上の範囲の温度に上昇され得、または別の代替例では、金
属基材の少なくとも１つの表面に適用されるコーティング組成物の温度は、約０．５～３
００秒の範囲の期間にわたって、基剤ポリマーの融点温度もしくはそれ以上の範囲の温度
に上昇され得る。別の代替例では、金属基材の少なくとも１つの表面に適用されるコーテ
ィング組成物の温度は、４０分未満の期間にわたって、基剤ポリマーの融点温度未満の範
囲の温度に上昇され得る。約４０分未満のすべての個別の値および部分的範囲が、本明細
書中に包含され、本明細書において開示され、例えば、金属基材の少なくとも１つの表面
に適用されるコーティング組成物の温度は、約２０分未満の期間にわたって、基剤ポリマ
ーの融点温度未満の範囲の温度に上昇され得、または代替例では、金属基材の少なくとも
１つの表面に適用されるコーティング組成物の温度は、約５分未満の期間にわたって、基
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の少なくとも１つの表面に適用されるコーティング組成物の温度は、約０．５～３００秒
の範囲の期間にわたって、基剤ポリマーの融点温度未満の範囲の温度に上昇され得る。
【実施例】
【０１４２】
　以下の実施例は、本開示を図示するが、本開示の範囲を制限することを意図するもので
はない。本開示の実施例は、金属基材の少なくとも１つの表面に適用されるコーティング
組成物が、改善されたコーティング層の可撓性、ならびに金属基材へのコーティング層の
接着力を提供することを示す。
【０１４３】
　コーティング層の調製および硬化
　１０ミルギャップ（０．０２５４ミリメートル（ｍｍ）に等しい）を有するドローダウ
ンバーを使用して、コーティングされていない冷延鋼または鉄リン酸化鋼基材（Ｑ－Ｌａ
ｂ　ＣｏｒｐｏｒａｔｉｏｎおよびＡＣＴ　Ｔｅｓｔ　Ｐａｎｅｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇ
ｉｅｓ）上にコーティング層を調製する。本発明の実施例５および実施例６ならびに２０
０℃で１０分間硬化した比較例Ａを除いて、すべてのコーティング組成物を１４０℃で１
０分間硬化し、比較例ＧおよびＨは、室温（２３℃）で７日間硬化する。コーティング層
の厚さは、１．９～５．８ミルの範囲であった。
【０１４４】
　実施例１～５のコーティング組成物から、ポリウレタン、熱可塑性オレフィン（ＴＰＯ
）、エポキシ、および繊維／セメント基材上にコーティング層を調製し、接着力を試験す
る。１０ミルギャップバーを使用してコーティング組成物のフィルムをキャストする。１
０ミルギャップバーを使用して、冷延鋼パネル上に、Ｓｈｅｒｗｉｎ　Ｗｉｌｌｉａｍｓ
から入手可能なＶ６６Ｖ２７触媒とブレンドされたＰＯＬＡＮＥ（商標）Ｂポリウレタン
エナメルの湿潤フィルムを適用することによってポリウレタン基材を調製し、そのパネル
を室温で（２３℃）一晩硬化し、続いて、８０℃で４０分間硬化させる。
【０１４５】
　エポキシ基材は、ＡＣＴ　Ｔｅｓｔ　Ｐａｎｅｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓから入手
可能なｅ－コーティングされたパネルであった。ＴＰＯ基材は、Ｃｕｓｔｏｍ　Ｐｒｅｃ
ｉｓｉｏｎ　Ｒ＆Ｄ　Ｔｅｓｔｉｎｇ　Ｐａｎｅｌｓ，Ｉｎｃ．から入手可能である。水
／セメント／セルロース／織物繊維／非晶性シリカ／炭酸カルシウム基材から成る３０ｃ
ｍ×６０ｃｍ×３～４ｍｍの繊維／セメントパネルは、Ｅｔｅｘ　Ｇｒｏｕｐから入手可
能である。
【０１４６】
　厚さ測定
　Ｐｏｓｉｔｅｃｔｏｒ（商標）６０００コーティング厚ゲージを使用して、ＡＳＴＭ－
Ｄ　１１８６－９３、鉄基材に適用された非磁性コーティングの非破壊測定に従ってコー
ティング層の厚さを測定した。あらゆるコーティングを有しない標準パネルを較正のため
に使用した。コーティングされたパネル上のコーティング層の厚さは、最低４の測定値平
均であった。測定された厚さをミル（２５ミクロン／ミル）で報告した。
【０１４７】
　接着力
　ＡＳＴＭ－Ｄ　３３５９－０８に従ってクロスハッチ接着力を試験する。隣接する切り
込みと１ｍｍ間隔で各方向に１０個の切り込みを有する正方格子パターンを作製する。切
り込み領域に感圧テープを適用し、基材表面と並行にテープを引く。５Ｂが基材への完全
な接着を示し、０Ｂが基材からコーティングの完全な除去が存在することを示す、０Ｂ～
５Ｂの尺度を使用して接着力を評価する。
【０１４８】
［表］
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【０１４９】
　粒径測定
　Ｃｏｕｌｔｅｒ　ＬＳ－２３０またはＣｏｕｌｔｅｒ　ＬＳ－１３－３２０粒径分析器
（Ｂｅｃｋｍａｎ　Ｃｏｕｌｔｅｒ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）を使用して、粒径を測定
する。
【０１５０】
　固形分率の測定
　マイクロ波固形分分析器または赤外線固形分分析器を使用して、固形分率を測定する。
【０１５１】
　酸／塩基抵抗
　９８％（質量分率）硫酸、３７％（ｋｇ　ＨＣｌ／ｋｇ）塩酸、氷酢酸（１２規定）、
および５０％（ｋｇ　ＮａＯＨ／ｋｇ）水酸化ナトリウムに対するコーティング層の抵抗
を試験する。コーティング表面上への酸または塩基のそれぞれの滴を置き、蒸発を阻害す
るために酸／塩基の上にプラスチックキャップを置いた。コーティングの曝露を維持する
ために、必要に応じて、酸または塩基を添加した。試料を室温で（２３℃）７日間保持し
、次いで、水で完全にすすいだ。試料が乾燥した後、接着力を試験し、曝露後のコーティ
ングの接着力に基づいて、５が無傷のコーティングを示し、１が完全に腐食したコーティ
ングを示す、１～５に評定する。
【０１５２】
　凍結／融解耐久性
　加熱のサイクルおよび冷却処理後のそれらの基材への接着力を測定することによって、
温度変動に対するコーティングの許容度を測定する。１つのサイクルは、５０℃で、３０
分間オーブン中で加熱し、続いて、ドライアイス（固体二酸化炭素、－７８．５℃、大気
圧で）中で３０分間の浸漬である。５および１０サイクルの凍結／融解処理の後、本明細
書に記載されるクロスハッチ接着手順に従って、接着力を測定する。
【０１５３】
　溶媒抵抗（ＭＥＫ二重摩擦値）
　メチルエチルケトン（ＭＥＫ）を使用してＡＳＴＭ　Ｄ４７５２に従って、溶媒抵抗を
試験する。一切れの綿製チーズクロスを使用して、銅ワイヤを１．５ポンドハンマーに付
け、試料を試験する。チーズクロスをＭＥＫに浸し、コーティング上に置く。ハンマーを
前方に押し、次いで、１サイクル当たりおよそ１秒の速度で戻す。２０二重摩擦サイクル
毎に、損傷または離層のあらゆる徴候に関して、コーティング層を目視で検査する。この
手順を、裸のパネルが現れるまで（これを試料に対するＭＥＫ　ＤＲ結果として記録する
）、または合計で２００二重摩擦に達した後まで繰り返す。あるいは、ＤＪＨ　Ｄｅｓｉ
ｇｎｓから入手可能な自動試験機を使用してもよい。自動試験機は、約２．２ｌｂ／ｉｎ
２を加える荷重ブロックに付けられた綿パッドを動かすことによって半自動様式で、コー
ティングされたパネルを横切る後退および前進運動で作動する。各後退および前進は、１
つの二重摩擦と称される。
【０１５４】
　衝撃抵抗
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　ＡＳＴＭ　Ｄ－２７９４に従ってＧａｒｄｎｅｒ落錘衝撃試験機を使用して、コーティ
ング層衝撃抵抗を測定する。直接および間接の両方の様式で窪みを測定する。測定単位は
、インチ－ｌｂｓである。
【０１５５】
　マンドレルくさび曲げ
　ＡＳＴＭ　Ｄ５２２－９３ａに従い円錐形マンドレルを使用して、コーティング層のマ
ンドレルくさび曲げ可撓性を試験する。測定値は、マンドレルの小さい方の末端から、亀
裂が停止したところまでのミリメートルである。
【０１５６】
　実施例：
　実施例１：
　表Ｉに列挙された配合成分に基づいて以下の手順に従い、実施例１を調製する。基剤ポ
リマーは、およそ２１～２９ｇ／１０分（ＡＳＴＭ　Ｄ１２３８、２３０℃／２．１６Ｋ
ｇ）の溶融指数を有するプロピレン／エチレンコポリマーであるＶＥＲＳＩＦＹ（商標）
ＤＰ－４０００．０１（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ、ＣＡＳ番
号９０１０－７９－１）を使用し、ポリマーカップリング剤は、約４１の酸価を有するプ
ロピレン－無水マレイン酸グラフトコポリマーであるＬＩＣＯＣＥＮＥ（商標）６４５２
（ＣＬＡＲＩＡＮＴ、ＣＡＳ２５７２２－４５－６）を使用し、ポリマー安定剤は、１９
．５～２１．５重量パーセントの範囲のアクリル酸含有量およびおよそ３００ｇ／１０分
（ＡＳＴＭ　Ｄ１２３８、１９０℃／２．１６Ｋｇ）の溶融指数を有するエチレンアクリ
ル酸コポリマーであるＰＲＩＭＡＣＯＲ（商標）５９８０ｉ（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍ
ｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ、ＣＡＳ番号９０１０－７７－９）を使用する。
【０１５７】
　基剤ポリマー、ポリマーカップリング剤、およびポリマー安定剤を、送られて溶融され
る制御速度供給機によって２５ｍｍ二軸押出機（押出機速度、およそ５００回転毎分（ｒ
ｐｍ））に供給する。初期水およびＮ，Ｎ－ジメチルエタノールアミン（ＤＭＥＡ、１０
０％）（中和剤、ＣＡＳ番号１０８－０１－０）の導入前に、押出機温度プロファイルを
およそ１５０℃に上昇させる。ＤＭＥＡおよび水を一緒に混合し、初期水導入ポイントで
押出機に供給する。希釈水を、第２のポンプを介して、押出機の希釈区画に供給する。初
期水および希釈水を、任意に、およそ１４０℃に予熱した。押出機出口において、作業温
度での蒸気形成を低減するために、背圧調整器を使用して押出機バレル内部を好適な圧力
に調節する。結果として生じるコーティング組成物を冷却し、２００ミクロン濾過器を通
して濾過する。
【０１５８】
　実施例２：
　表Ｉに列挙された配合成分に基づいて以下の手順に従い、実施例１を調製する。第１の
基剤ポリマーは、およそ４０～４８ｇ／１０分（ＡＳＴＭ　１２３８、１９０℃／２．１
６ｋｇ）の溶融指数を有する高密度ポリエチレンポリマーであるＤＭＤＡ－８９４０　Ｈ
ＤＰＥ（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ、ＣＡＳ番号９００２－８
８－４）を使用し、ポリマー性能改善剤は、およそ９～１５ｇ／１０分（ＡＳＴＭ　１２
３８、１９０℃／２．１６ｋｇ）の溶融指数およびおよそ１～１．４重量パーセントの無
水マレイン酸レベルを有するエチレン－無水マレイン酸グラフトコポリマーであるＡＭＰ
ＬＩＦＹ　ＧＲ－２０４を使用し、ポリマーカップリング剤は、ＬＩＣＯＣＥＮＥ（商標
）４３５１（ＣＬＡＲＩＡＮＴ）を使用し、ポリマー安定剤は、ＰＲＩＭＡＣＯＲ（商標
）５９８０ｉ（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ、ＣＡＳ番号９０１
０－７７－９）を使用する。
【０１５９】
　基剤ポリマー、ポリマー性能改善剤、ポリマーカップリング剤、およびポリマー安定剤
のそれぞれを、送られて溶融される制御速度供給機によって２５ｍｍ二軸押出機に供給す
る。プロセスの残りは、実施例１に記載される通りである。
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【０１６０】
　実施例３：
　表Ｉに列挙された配合成分に基づいて以下の手順に従い、実施例３を調製した。第１の
基剤ポリマーは、ＤＭＤＡ－８９４０　ＨＤＰＥ（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　
Ｃｏｍｐａｎｙ、ＣＡＳ番号９００２－８８－４）を使用し、ポリマー性能改善剤は、Ａ
ＭＰＬＩＦＹ　ＧＲ－２０４を使用し、ポリマーカップリング剤は、ＬＩＣＯＣＥＮＥ（
商標）４３５１（ＣＬＡＲＩＡＮＴ、ＣＡＳ番号９００６－２６－２）を使用し、ポリマ
ー安定剤は、ＰＲＩＭＡＣＯＲ（商標）５９８０ｉ（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ
　Ｃｏｍｐａｎｙ、ＣＡＳ番号９０１０－７７－９）を使用する。
【０１６１】
　基剤ポリマー、ポリマー性能改善剤、ポリマーカップリング剤、およびポリマー安定剤
のそれぞれを、送られて溶融される制御速度供給機によって２５ｍｍ二軸押出機に供給す
る。プロセスの残りは、実施例１に記載される通りである。
【０１６２】
　実施例４：
　表Ｉに列挙された配合成分に基づいて以下の手順に従い、実施例４を調製した。基剤ポ
リマーは、ＤＭＤＡ－８９４０　ＨＤＰＥ（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍ
ｐａｎｙ、ＣＡＳ番号９００２－８８－４）を使用し、ポリマーカップリング剤は、およ
そ３５の酸価を有するエチレン無水マレイン酸コポリマー（ＨＯＮＥＹＷＥＬＬ　ＩＮＴ
ＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ，ＩＮＣ．、ＣＡＳ番号９００６－２６－２）であるＡＣ５７５－
Ｐを使用し、ポリマー安定剤は、ＰＲＩＭＡＣＯＲ（商標）５９８０ｉ（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ
　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ、ＣＡＳ番号９０１０－７７－９）を使用する。
【０１６３】
　基剤ポリマー、ポリマーカップリング剤、およびポリマー安定剤のそれぞれを、送られ
て溶融される制御速度供給機によって２５ｍｍ二軸押出機に供給する。プロセスの残りは
、実施例１に記載される通りである。
【０１６４】
　実施例５：
　表Ｉに列挙された配合成分に基づいて以下の手順に従い、実施例５を調製した。基剤ポ
リマーは、およそ３５ｇ／１０分（ＡＳＴＭ　１２３８、２３０℃／２．１６ｋｇ）の溶
融指数を有するポリプロピレンポリマーである６Ｄ４３　Ｐｏｌｙｐｒｏｐｙｌｅｎｅ（
Ｂｒａｓｋｅｍ、ＣＡＳ番号９００２－８８－４）を使用し、ポリマーカップリング剤は
、ＬＩＣＯＣＥＮＥ（商標）６４５２（ＣＬＡＲＩＡＮＴ、ＣＡＳ　２５７２２－４５－
６）を使用し、ポリマー安定剤は、ＰＲＩＭＡＣＯＲ（商標）５９８０ｉ（Ｔｈｅ　Ｄｏ
ｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ、ＣＡＳ番号９０１０－７７－９）を使用する。
【０１６５】
　基剤ポリマー、ポリマーカップリング剤、およびポリマー安定剤のそれぞれを、送られ
て溶融される制御速度供給機によって２５ｍｍ二軸押出機に供給する。プロセスの残りは
、初期水および中和剤であるＤＭＥＡ（１００％）（ＣＡＳ番号１０８－０１－０）の導
入前に、押出機温度プロファイルをおよそ１７０℃に上昇させたことを除いて、実施例１
に記載される通りである。
【０１６６】
　実施例６：
　表Ｉに列挙された配合成分に基づいて以下の手順に従い、実施例６を調製した。基剤ポ
リマーは、６Ｄ４３　Ｐｏｌｙｐｒｏｐｙｌｅｎｅ（Ｂｒａｓｋｅｍ、ＣＡＳ番号９００
２－８８－４）を使用し、ポリマー性能改善剤は、ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　
Ｃｏｍｐａｎｙ（ＣＡＳ番号９０１０－７９－１）から入手可能なＶＥＲＳＩＦＹ（商標
）４２００を使用し、ポリマーカップリング剤は、ＬＩＣＯＣＥＮＥ（商標）６４５２（
ＣＡＳ　２５７２２－４５－６）を使用し、ポリマー安定剤は、ＰＲＩＭＡＣＯＲ（商標
）５９８０ｉ（ＣＡＳ番号９０１０－７７－９）を使用する。
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【０１６７】
　基剤ポリマー、ポリマー性能改善剤、ポリマーカップリング剤、およびポリマー安定剤
のそれぞれを、送られて溶融される制御速度供給機によって２５ｍｍ二軸押出機に供給す
る（速度、およそ１２００ｒｐｍ）。初期水および希釈水を、任意に、およそ１５０℃に
予熱した。プロセスの残りは、実施例１に記載される通りである。
【０１６８】
　比較例Ａ：
　表Ｉに列挙された配合成分に基づいて以下の手順に従い、比較例Ａを調製した。基剤ポ
リマーは、およそ３５ｇ／１０分（ＡＳＴＭ　１２３８、２３０℃／２．１６ｋｇ）の溶
融指数を有するポリプロピレンポリマーである６Ｄ４３　Ｐｏｌｙｐｒｏｐｙｌｅｎｅ（
Ｂｒａｓｋｅｍ、ＣＡＳ番号９００２－８８－４）を使用し、ポリマー安定剤は、ＰＲＩ
ＭＡＣＯＲ（商標）５９８０ｉ（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ、
ＣＡＳ番号９０１０－７７－９）を使用する。
【０１６９】
　基剤ポリマーおよびポリマー安定剤のそれぞれを、送られて溶融される制御速度供給機
によって２５ｍｍ二軸押出機に供給する（押出機速度、およそ５００ｒｐｍｓ）。初期水
導入ポイントでの初期水および中和剤であるＤＭＥＡ（１００％）（ＣＡＳ番号１０８－
０１－０）の導入前に、押出機温度プロファイルをおよそ１５０℃に上昇させる。希釈水
を、第２のポンプを介して、押出機の希釈区画に供給する。初期水および希釈水を、任意
に、およそ１５０℃に予熱した。押出機出口において、作業温度での蒸気形成を低減する
ために、背圧調整器を使用して押出機バレル内部の圧力を調節する。希釈水を添加した後
、２５ｍｍ二軸押出機の内容物を、押出機の終わりまでに１００℃未満の温度に冷却する
。
【０１７０】
　比較例Ｂ：
　表Ｉに列挙された配合成分に基づいて以下の手順に従い、比較例Ｂを調製する。基剤ポ
リマーは、およそ２２～３８ｇ／１０分（ＡＳＴＭ　１２３８、１９０℃／２．１６ｋｇ
）の溶融指数を有するエチレン－オクタンコポリマーであるＥＮＧＡＧＥ（商標）８４０
７（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ、ＣＡＳ番号２６２２１－７３
－８）を使用し、ポリマー安定剤は、ＰＲＩＭＡＣＯＲ（商標）５９８０ｉ（Ｔｈｅ　Ｄ
ｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ、ＣＡＳ番号９０１０－７７－９）を使用する
。
【０１７１】
　基剤ポリマーおよびポリマー安定剤のそれぞれを、送られて溶融される制御速度供給機
によって２５ｍｍ二軸押出機に供給する（押出機速度、およそ５００ｒｐｍ）。初期水導
入ポイントでの初期水および中和剤であるＤＭＥＡ（１００％）（ＣＡＳ番号１０８－０
１－０）の導入前に、押出機温度プロファイルをおよそ１３０℃に上昇させる。希釈水を
添加した後、２５ｍｍ二軸押出機の内容物を、押出機の終わりまでに１００℃未満の温度
に冷却する。
【０１７２】
　ＤＭＥＡおよび水を一緒に混合し、初期水導入ポイントで押出機に供給する。希釈水を
、第２のポンプを介して、押出機の希釈区画に供給する。初期水および希釈水を予熱しな
かった。押出機出口において、作業温度での蒸気形成を低減するために、背圧調整器を使
用して押出機バレル内部を好適な圧力に調節する。結果として生じる分散液を冷却し、２
００ミクロン濾過器を通して濾過する。
【０１７３】
　比較例Ｃ：
　表Ｉに列挙された配合成分に基づいて以下の手順に従い、比較例Ｃを調製した。基剤ポ
リマーは、およそ６～１０ｇ／１０分（ＡＳＴＭ　１２３８、２３０℃／２．１６ｋｇ）
の溶融指数を有するプロピレン／エチレンコポリマーであるＶＥＲＳＩＦＹ（商標）３２
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００（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ、ＣＡＳ番号９０１０－７９
－１を使用し、ポリマーカップリング剤は、ＬＩＣＯＣＥＮＥ（商標）６４５２（ＣＬＡ
ＲＩＡＮＴ、ＣＡＳ　２５７２２－４５－６）を使用し、ポリマー安定剤は、ＰＲＩＭＡ
ＣＯＲ（商標）５９８０ｉ（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ、ＣＡ
Ｓ番号９０１０－７７－９）を使用する。
【０１７４】
　基剤ポリマー、ポリマーカップリング剤、およびポリマー安定剤のそれぞれを、送られ
て溶融される制御速度供給機によって２５ｍｍ二軸押出機に供給する（押出機速度、およ
そ４７０ｒｐｍｓ）。初期水導入ポイントでの初期水および中和剤であるＤＭＥＡ（１０
０％）（ＣＡＳ番号１０８－０１－０）の導入前に、押出機温度プロファイルをおよそ１
５０℃に上昇させる。希釈水を、第２のポンプを介して、押出機の希釈区画に供給する。
初期水および希釈水を、任意に、およそ１４０℃に予熱した。希釈水の添加後、混合物を
、押出機の終わりまでに１００℃未満の温度に冷却する。押出機出口において、作業温度
での蒸気形成を低減するために、背圧調整器を使用して押出機バレル内部を好適な圧力に
調節した。結果として生じる分散液を冷却し、２００ミクロン濾過器を通して濾過した。
【０１７５】
　比較例Ｄ：
　表Ｉに列挙された配合成分に基づいて以下の手順に従い、比較例Ｄを調製した。基剤ポ
リマーは、およそ１２～１８ｇ／１０分（ＡＳＴＭ　１２３８、１９０℃／２．１６ｋｇ
）の溶融指数を有するオレフィンブロックコポリマーであるＩＮＦＵＳＥ（商標）９８０
７（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ、ＣＡＳ番号２６２２１－７３
－８）を使用し、非ポリマー安定剤は、ベヘン酸（界面活性剤、１００％活性）を使用す
る。
【０１７６】
　基剤ポリマーおよび非ポリマー安定剤のそれぞれを、送られて溶融される制御速度供給
機によって２５ｍｍ二軸押出機に供給する（押出機速度、およそ５００ｒｐｍｓ）。初期
水導入ポイントでの初期水および中和剤である水酸化カリウム（ＫＯＨ、水中で３０重量
％）（ＣＡＳ番号７１７６９－５３－４）の導入前に、押出機温度プロファイルをおよそ
１４０℃に上昇させる。希釈水を、第２のポンプを介して、押出機の希釈区画に供給する
。初期水および希釈水を、任意に、およそ１２０℃に予熱した。押出機出口において、作
業温度での蒸気形成を低減するために、背圧調整器を使用して押出機バレル内部を好適な
圧力に調節した。結果として生じる分散液を冷却し、２００ミクロン濾過器を通して濾過
した。
【０１７７】
　比較例Ｅ：
　表Ｉに列挙された配合成分に基づいて以下の手順に従い、比較例Ｅを調製した。基剤ポ
リマーは、およそ１８～２４ｇ／１０分（ＡＳＴＭ　１２３８、１９０℃／２．１６ｋｇ
）の溶融指数を有するエチレン－エチルアクリレートコポリマーであるＡＭＰＬＩＦＹ（
商標）ＥＡ１０３（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ、ＣＡＳ　２６
２２１－７３－８）を使用し、ポリマー安定剤は、ＰＲＩＭＡＣＯＲ（商標）５９８０ｉ
（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ、ＣＡＳ番号９０１０－７７－９
）を使用する。
【０１７８】
　基剤ポリマーおよびポリマー安定剤のそれぞれを、送られて溶融される制御速度供給機
によって２５ｍｍ二軸押出機に供給する（押出機速度、およそ４７０ｒｐｍｓ）。初期水
導入ポイントでの初期水および中和剤であるＮ，Ｎ－ジメチルエタノールアミン（１００
％）（ＣＡＳ番号１０８－０１－０）の導入前に、押出機温度プロファイルをおよそ１６
０℃に上昇させる。初期水および希釈水を、任意に、およそ１４０℃に予熱した。希釈水
の添加後、混合物を、押出機の終わりまでに１００℃未満の温度に冷却する。押出機出口
において、作業温度での蒸気形成を低減するために、背圧調整器を使用して押出機バレル
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を通して濾過した。
【０１７９】
　比較例Ｆ：
　表２に列挙された成分の配合に基づいて以下の手順に従い、比較例Ｆを調製した。基剤
ポリマーは、およそ５７～５９重量固形分率およびおよそ１８４～２０４のエポキシ当量
を有する水性ノボラックエポキシ分散液であるＯｕｄｒａＳｐｅｒｓｅ（商標）ＷＢ　４
００１（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ）、ならびにおよそ５０重
量固形分率および３００のアミン水素当量（送達時）を有するポリアミン付加物であるＯ
ｕｄｒａＣｕｒｅ　ＷＢ　８００１　Ｃｕｒｉｎｇ　Ａｇｅｎｔ（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈ
ｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ）を使用する。およそ２０００ｒｐｍｓで高速混合器を使
用して、これら２つの成分をブレンドした。
【０１８０】
　比較例Ｇ：
　表２に列挙された成分の配合に基づいて以下の手順に従い、比較例Ｇを調製した。基剤
ポリマーは、およそ１８４～２０４のエポキシ当量を有するノボラックエポキシ樹脂であ
り、溶媒であるキシレン（ＣＡＳ番号１３３０－２０－７）とブレンドされたＤ．Ｅ．Ｎ
（商標）４３８（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ）を使用する。７
０のアミン水素当量（送達時）を有するフェノールを含まない修飾マンニッヒ塩基硬化剤
であるＰＯＬＹＰＯＸ　ＩＨ７０１６（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａ
ｎｙ）をＤ．Ｅ．Ｎ（商標）４３８／キシレン混合物に添加し、およそ２０００ｒｐｍｓ
で高速混合器を使用してブレンドする。
【０１８１】
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【表１】

【０１８２】
【表２】

【０１８３】
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【表３】

【０１８４】
【表４】

【０１８５】
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【表５】

【０１８６】
【表６】
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